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１．篠山再生計画策定までの経緯 

（１）篠山再生への決意 
  

平成１１年４月１日に旧多紀郡４町が合併して篠山市が発足し、１０年目

を迎えました。この間、合併以前からの広域課題の解決に向けて、清掃セン

ター、市営斎場、水資源問題、下水道整備などの施設の整備をはじめ、環境・

教育・福祉などのさまざまな分野において、都市基盤整備を平成１５年度ま

での短期間において進めてきました（表１）。 

 しかしながら、これらの整備に伴う市債の返済が年に約５０億円にのぼり、

特別会計へ支出するための経費も年々増加傾向にあります。また、市税収入

が伸びず、財源確保がさらに厳しくなる中、国の三位一体改革などによる地

方交付税などの大幅な削減が行われてきました。 

このため、篠山市の収支のバランスは崩れ、極めて深刻な財政状況に陥り、

市長が交替したのを機に、平成１９年５月に今後の財政収支見通しを発表し

ました（表２）。 

 これは、期間を平成１９年度から平成２７年度までとし、普通会計の一般

財源ベースで推計したもので、それによると、平成２３年度には財政調整基

金などの収支不足を補う基金のすべてが底をつくことになり、予算が組めな

い事態となります。また、合併後１０年間（平成２１年度まで）は、通常分

より多く交付されている地方交付税も、平成２２年度から平成２７年度にか

けて段階的に減額となり、最大時に比べると約１５億円近くが減額となりま
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す。しかも、人口は減少傾向にあり、収入の増加があまり期待できない現状

から、この財政収支の見通し額より更に厳しい状況も予想されます。 

 このように、篠山市は危機的状況が目前に迫り、交付税の削減が始まる平

成２２年度までに、抜本的な解決策を見出さなければなりません。 

 ここに、平成の大合併のさきがけ、モデルと言われた篠山市は、今度は、

市民あげての再生のモデルともなるよう決意するものです。 

表１：合併後の主な建設事業（事業費が１５億円以上のもの） 

  □県水導入事業(H12～H18)････････････････････････････120 億円 
                                （内建設費にかかる一般会計負担額：40 億円） 
 

□簡易水道統合事業(H11～H20) ････････････････････････50 億円 
（内建設費にかかる一般会計負担額： 0 円） 

 
□篠山中学校移転改築事業(H14～H15) ･･････････････････40 億円 
  
□市民センター建設事業(H12～H14)･････････････････････25 億円 

 

  □斎場・火葬場建設事業(H11～H13) ････････････････････20 億円 
 
  □広域道路ネットワーク整備事業(H11～) ･･･････････････20 億円 
 
  □中央図書館建設事業(H12～H14)･･･････････････････････19 億円 
 
  □チルドレンズミュージアム整備事業(H11～H13)･････････18 億円 
 
  □西紀運動公園整備事業(H12～H15)･････････････････････15 億円 
 
  □こんだ薬師温泉関連整備事業(H13～H15)･･･････････････15 億円 
 
  

 ◆合併以前からの継続事業◆ 

  □下水道事業(H8～H17) ･･････････････････････････････669 億円 
              （内 H11～H17 建設費にかかる一般会計負担額：32 億円） 
 

□清掃センター建設事業（H7～H14）････････････････････78 億円 
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表２：財政収支見通し（平成 19 年 5月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

内容説明 Ｈ１９Ｈ２０Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４Ｈ２５Ｈ２６Ｈ２７

市民税、固定資産税、たばこ税など 55.3 56.3 55.0 55.7 56.7 55.4 56.1 57.1 55.9

通常より多く交付されていた交付税
が、平成22年度から段階的に削減 90.0 90.8 91.2 88.6 82.8 80.9 78.7 76.7 74.2

地方譲与税(国税として徴収された税
金の一部が交付されます)など

19.4 19.3 19.5 19.1 18.8 18.5 18.2 17.9 17.8

A 164.7 166.4 165.7 163.4 158.3 154.8 153.0 151.7 147.9

職員の給与や各種委員会の報酬など 38.6 38.1 37.5 37.1 36.7 35.6 34.4 33.7 32.3

借金の返済費用 52.8 55.4 52.7 53.1 52.7 49.7 49.2 48.4 44.0

施設管理の委託料等 25.7 26.2 25.9 26.0 26.3 26.5 26.2 26.3 26.5

小学校などの改修、道路整備ほか 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0

病院整備や学校の耐震改修として15
億円を見込んだ

2.5 7.5 2.5 2.5

医療補助として1億5千万円を見込ん
だ

1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

児童扶養手当、生活保護などの費
用、施設管理の委託料など

48.2 49.6 51.0 50.4 50.7 50.3 50.3 51.6 52.4

B 172.8 179.3 182.1 176.6 176.4 169.6 167.6 167.5 162.7

（A-B） △ 8.1 △ 12.9 △ 16.4 △ 13.2 △ 18.1 △ 14.8 △ 14.6 △ 15.8 △ 14.8

家計の貯金に相当するものです 19.8 9.9 0.0 0.0 △ 9.2 △ 24.0 △ 38.6 △ 54.4 △ 69.2

地域振興を進めるための貯金。平成
19年度からの2年間、新たに積み立て
ます

22.7 24.7 19.7 8.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

減債基金　　  E　
満期一括償還の市債などを返済する
ための貯金

5.0 2.7 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

47.5 37.3 21.5 8.9 △ 9.2 △ 24.0 △ 38.6 △ 54.4 △ 69.2

家計の借金に相当するものです。 484.1 445.0 406.9 367.3 326.0 286.4 249.1 207.1 173.8

そ   の   他

地域振興基金  D

財政調整基金　C

     基金残高   （C＋D＋E）

基

                   （平成１９年度 市広報７月号に掲載） 

 

金

収入支出差引

地方交付税

公   債   費

収入計

投資的経費
（病院・学校整備）

補助費など（医療補助）

物   件   費

　　市債残高

区　　　　分

支出計

人   件   費

その他収入(基金を除く)

投 資 的 経 費
支

出

市　　　税

収

入
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〈主な財政指標の推移〉 

① 経常収支比率（平成１９年５月） 
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財政の柔軟性を表す指標。毎月決まって払わなければならない経費の割合がどのくらい占めて

いるかを表しています。この割合が高くなればなるほど、やりくりが苦しくなります。高い数値

となっているのは、合併後において新たに公共施設を建設したことにより、その維持管理費や地

方債（借入金）の返済及び、下水道会計への繰出しが多くなったことや地方交付税の減少などが

原因と考えられます。 

② 実質公債費比率（平成１９年５月） 
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平成 17 年度からあらたに導入された指標。公債費（借金を返済するお金）が財政に及ぼす負担

を表す指標です。18％までが健全化の目安といわれています。篠山市民センターや図書館建設など

の大型事業の実施で、市債の返済が増加、また、下水道の整備に伴う市債の返済も増えていること

から、一定期間、数値が悪化することが見込まれます。 
 

③ 財政調整基金年度末残高（平成１９年５月） 

 

 

 

 
  
家計での貯金にあたります。財源に余裕のある年度に積み立てを行い、財源不足が生じる年度に

活用します。財政調整基金残高は平成１８年度末現在で２５．３億円。市民の皆さん１人当たりに

すると、５．５万円となります。基金はほぼ横ばい状態ですが、財政状況の改善を行わなければ、

減少が見込まれます。 
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（２）篠山再生市民会議 

 市民の目線から、財政再建を果たすため、平成１９年７月に「篠山再生市

民会議」を設立し、委員の皆様には、熱心に又、真摯に議論を重ねていただ

き、平成１９年１１月２日に第一次答申を、平成２０年６月１０日に第二次

答申を、市長に提出されました。 

 

 【第一次答申の概要】 

１．財政悪化の要因 

人口６万人構想をはじめ、税収の見通しなど、財政見通しも、その後の見直しも楽観的す

ぎるもので、甘いものであった。合併直後の短期間に、合併特例債を活用し、身の丈を越え

る巨額の公共事業を一気に実施したこと、さらにこの間、国の景気対策に伴う地方公共事業

と下水道整備などへの負担や地方債の発行が重なり、地方債残高は普通会計分で５６０億円

規模、特別会計・公営企業会計を含めると、１，１００億円規模にまで膨らんだ。リスクマ

ネジメントの欠如と言わざるを得ない。 

 

２．財政悪化から再生へ 

今後、市の単年度の財政収支は１３億円から１５億円規模の赤字状態が毎年続くことにな

り、１年当たりおおよそ１５億円の歳出を削減しなければ、財政破綻を回避することはでき

ないし、財政は持続可能にならない。 

平成２０年から２７年度の一般財源はおおよそ１６０億円規模で、そのうち公債費が約５

０億円、下水道事業特別会計における公債費への繰出金が約２５億円あり、手をつけること

のできない経費が合計約７５億円もある。従って、歳出削減対象の一般財源が実質８５億円

しかなく、そこから１５億円という目標額を削減するためには、２０％近い歳出削減をしな

ければならず、これは並大抵のことではない。 

 

３．財政再建に向けての歳出削減案（歳出削減に向けた７つの対策） 

歳出削減見直しに例外は設けず、原則ゼロベースで考え、市民、事業者、職員、議員が皆

で負担（痛み）を分かち合うこと、その上で財政破綻を回避し、８～９年後に財政収支に黒

字が出せる、次の歳出削減案を提示する。 
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○ ４００人体制への職員数の削減 

○ 職員給与の２０％削減 

○ ５０歳昇給停止 

○ 補助金の１０％削減 

○ 投資的経費の１億円削減 

○ 物件費を平成２１年度から１０％削減、平成２５年度から２０％削減 

○ 議員報酬の総額２０％削減 

 

 

【第二次答申の概要】 

１．補助金の改革に向けて 

（１） 補助金改革の方針 

市が団体等に出している補助金は、件数で言うと、現在 216 件に上っている。 

しかし、その性格は一様ではなく、以下の 5種類に分類することができる。 

(a)団体の主に人件費等への補助   

(b)団体運営への補助 

(c)イベントへの補助  

(d)事業への補助   

(e)その他の補助 

【削減率について】 

①人件費に対する補助については、第一次答申に挙げられた「職員給与の 20％削減」に合わ
せ、削減率を 20％とした。 

②人件費以外に対する補助については、削減率を平均 10％とした。 

 

（２） 補助金配分方法の見直し 

○ 全市レベルで行われている補助金については、原則、申請主義にする。 

イベント関連の補助金は、毎年度、あるいは数年ごとに申請を受付け、その都度、審査・ 

査定を経て期限を付けて配分する。 

○ 補助金申請の業務は、本来的に補助金を受ける主体が行うものとする。 

○ 補助金に関する行政の窓口を一本化し、透明性と組織の合理化とを両立させる。 

○ 補助金の審査・査定・検証においては、第三者評価・外部評価的な性格をもった委員会

を設置し、そこに住民が委員として参画する手立ても考える。 

○ 地域の団体に細切れに曖昧な基準で配分されてきた類似補助金を統合・一元化し、小学

校区レベルの校区自治会を受け皿にして、地域密着型のブロック補助金として配分する。 
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２．公共施設の運営・維持管理の改革にむけて 

（１）各公共施設への具体的提案 

 

＜重点的に議論された公共施設の見直し案＞ 

施設の名称 維持管理の方針 

本庁舎・支所 

提供するサービス、業務の内容を見直し、住民票等証明書類の発行業

務と一般的な相談窓口業務に限定する。 

支所（サービス拠点）の整理統合を含め、適正なサービスが提供でき

る手法と拠点について検討する。 

隣保館 

研修会館 

整理統合して「（仮称）人権センター」の一館体制とする。 

研修会館は、地域へ移譲する。 

公民館 整理統合による一館体制とする。 

中央図書館 

（市民センター図書コ

ーナー） 

公立図書館として目指すべき将来像を明らかにし、その運営体制につ

いて、市民、専門家、関係者の参画と協力を得て、早期に検討し方向

性を示す。 

篠山チルドレンズミュ

ージアム 

経費の縮減と収入増を図る。 

指定管理者制度導入に関する評価を行う。 

小・中学校 
基本構想を見直し、小中学校の整理統合を推進する。 

小中一貫教育導入の可能性等について検討する。 

幼稚園 

（保育園） 

保育園、幼稚園を整理統合し、幼保一元化を推進する。 

幼稚園の民営化も視野に入れ、運営体制についての検討を行う。 

西紀運動公園 

（プール、グラウンド） 

行政関与の必要性と公共性について評価し、低いと判断された場合は、

施設の休止、売却等も含めて検討する。 

存続する場合は、運営体制のほか、使用料の見直しと経費の縮減を図

る。 

集会所用途施設 公平性の確保に努めながら、整理・統合、移譲を推進する。 
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（３）計画の策定 

 篠山市では、前記の篠山再生市民会議の答申を尊重しつつ、同会議の実施

したアンケートやふるさといちばん会議（平成１９年７月２０日～平成２０

年２月１６日に２２回開催）で出された意見やアンケートなど、市民の声を

ふまえ、そして、庁内で検討を重ね、平成２０年６月２０日に篠山再生計画

〔案〕（行財政改革編）を策定しました。 

 その後、篠山市議会での議論とともに、各中学校区における、ふるさとい

ちばん会議の開催（平成２０年８月）、パブリックコメントの実施、市民の

方々からの意見を聴取したうえ、平成２０年１１月に篠山再生計画（行財政

改革編）を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （市の木：サクラ） 
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（

（

 

２．篠山再生への取り組み方針 
  

 

（

（

４

５

 

 篠山再生に向けて、次のことを念頭に取り組む 

（１）行政全般にわたる徹底的な点検 

全ての事務事業、施設、人件費など行政全般にわたり、慣習や前例に

とらわれることなく、聖域や例外を設けず、徹底的な点検を行う。 
 

２）市民とともに 

篠山市の財政の危機的状況について、平成１９年５月までは、市民に

明らかにされていなかったことを反省し、これからはすべての情報を公

開し、市民と情報を共有したうえ、市民とともに取り組む。 
 

３）必要性・妥当性・公平性など 

点検にあたっては、その事業などの必要性（真に必要かどうか）、妥当

性（それが適切な方法、範囲であるか）、公平性（市民みんなに公平か）

を見極め、特に弱い立場の市民や周辺地域などへの配慮を尽くさなけれ

ばならない。 
 

）みんなで負担を分かち合う 

 市民、企業、議会、行政がみんなで負担（痛み）を分かち合う。 
 

）職員の意識改革 

 職員は篠山再生を率先するリーダーとして、常に能力や意識を高め、

市民から信頼されるとともに、一層の行政コストの削減とサービス向上

に努める。 
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◇篠山再生計画（行財政改革編）◇ 

 ３．篠山再生の具体的方策（全１２２項目） 
  

（１）定員・給与の見直し（３項目） 

     職員の勤務意欲に十分配慮しつつ、行政需要の変化に見合った職

員定数とするため、定員適正化計画に沿って定員を削減します。 

また、給与等について見直しを行い、総人件費を抑制します。 

 

（２）議員定数・報酬の見直し（２項目） 

      

（３）公の施設の見直し（１７項目） 

      行政運営の効率化、市民サービスの維持向上の観点から、積極

的に事務事業の民間委託化(指定管理者を含む)を図ります。 

      また、施設の必要性・公平性について検討を行い、利用状況や

今後の維持管理コストを勘案すると維持が困難なものについて

は、休止又は統廃合を行います。 

 

（４）事務事業の見直し（８３項目） 

   限られた財源や職員数の中で、多様なニーズに応えるため、市の

将来の方向性を見据えつつ、必要性、有効性、効率性、緊急性の観

点から見直しを行い、事務事業の減量・効率化に取り組みます。 

 

（５）補助金・負担金の見直し（１項目） 

        補助金については、主に人件費に対する補助、団体運営補助、イ

ベント補助、事業補助に区分され、すべての補助金については、本

年９月末までに補助事業実施計画書を提出していただき、審査・査

10 
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定を行いました。 

 人件費に対する補助については、職員給与の削減に合わせ、減額

し、人件費以外に対する補助については、１０％削減を基本といた

します。 

 補助団体の支部があるものについては、必要性を見極め、一本化

を図ります。 

 

 （６）自主財源の確保（１５項目） 

     限られた財源の中で効果的・効率的に事業を実施するため、職員

のコスト意識を高め、財源確保に努めます。 

  

（７）組織・機構の見直し（１項目） 

     限られた財源・人員の中で多様な市民ニーズに対応できる柔軟な

組織づくりに向けて、組織機構を見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市の花：ささゆり） 
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 ４．行財政改革による効果額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

（１）定員・給与の見直し 552,178 848,949 835,163 2,236,290

（２）議員定数・報酬の見直し 22,071 30,388 30,388 82,847

（３）公の施設の見直し 24,655 36,271 109,379 170,305

（４）事務事業の見直し 184,152 250,525 270,421 705,098

（５）補助金・負担金の見直し 21,651 60,971 64,315 146,937

小　計 804,707 1,227,104 1,309,666 3,341,477

（６）自主財源の確保 2,782 29,117 25,832 57,731

臨時的なもの（市税等過年度分） (29,833) (42,002) (46,933) (118,768)

臨時的なもの（土地売却分） (500,000) (40,000) (40,000) (580,000)

小　計 2,782 29,117 25,832 57,731

807,489 1,256,221 1,335,498 3,399,208

平成２０～
２２年度の計

年度別効果額
取　組　項　目

歳出

歳入

合　　計

【注】 

１．年度別効果額については、以降の各取組項目の頁にて示しています「人件費を除く効果額」

について、年度毎に集計したものです（以降の各取組項目のページに示しています「人件費を

除く効果額」の欄に金額を上げていない項目については、集計をしていません）。 

２．歳入の自主財源の確保における臨時的なのも（市税等過年度分・土地売却分）については、

小計及び合計に含めていません。 

３．効果額については、すべて平成１９年度と対比しています。 
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５．計画の期間と推進体制 

（１）期 間 

   篠山再生計画の期間は平成３０年度までの１０年間とし、財政再建の

道筋をつけます。この期間内において、毎年見直しを行います。 

（２）推進体制 

市長を本部長とする篠山再生本部を設置し、毎年、進ちょく状況を公

表します。本計画に上がっていない項目についても、常に検討を重ね、

あらゆる努力を尽くします。 
 

 ６．市民あげての「ふるさと納税」について 

「ふるさと納税」の制度に基づき、「丹波篠山ふるさと応援寄付」を

広く全国に募り、自分が生まれ育った「ふるさと」に貢献したい、自分

とゆかりのある地域を応援したい、という皆様のご協力をいただきなが

ら「ふるさと日本一」を目指して、参画と協働による魅力あるまちづく

りに取り組んでいきます。 

呼びかけにつきましても、市職員はもちろん、市民あげての運動とし

て取り組んでいきます。 

 

 

 

 

13 



◇篠山再生計画（行財政改革編）◇ 

 ７．これからの財政見通し 

篠山市が厳しい財政状況に直面していることを市民の皆さんに知っていただく

ために、平成１９年５月に当面の財政収支見通しを公表し、これを受けて、今後

持続可能な財政運営を行うために、抜本的な行財政改革の取り組みを内容とする

篠山再生計画を策定し、自主財源の確保や歳出削減に係る１２２の改革項目を織

り込んだ新しい財政収支見通しを作成しました。非常に厳しい財政収支見通しで

はありますが、毎年度着実に健全化を図ることで、将来への再生の希望が持てる

道筋であると考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

篠山再生計画を反映した財政収支見通し （単位：億円）

（説明） Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

市民税 、固定
資産税など 57.8 5 7.6 56.5 56.8 57.3 56.5 56.6 57.0 56.4 56.5 56.6 56.5 56.6 56.8

財政の格差を解
消のため国から
交付される税

90.3 9 3.9 93.3 91.0 84.4 81.5 77.3 73.4 69.7 64.9 59.5 59.7 58.9 58.8

地方譲与税、
交付金など 21.3 2 0.5 18.5 18.5 18.1 17.8 17.4 17.0 16.7 16.7 16.8 16.8 16.8 16.8

手数料等の改
定 － 0.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

A 169.4 17 2.0 168.5 166.5 160.0 156.0 1 51.5 147.6 143.0 138.3 133.1 1 33.2 132.5 132.6

職員の給与や
議員報酬など 38.2 3 5.3 33.9 33.5 33.0 32.6 30.6 30.2 30.1 29.9 29.8 29.8 29.8 29.8

生活保護、障
害者福祉など
の費用

6.5 6.8 6.9 7.0 7.0 7.1 7.2 7.2 7.3 7.4 7.5 7.5 7.5 7.5

地方債 (借金)
の返済費用 53.5 5 5.0 60.2 49.4 49.8 46.7 44.1 42.6 38.6 32.5 25.1 23.4 19.7 18.8

学校改修、道
路整備など 11.9 5.0 8.5 6.5 6.5 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

施設管理費、
委託料など 23.8 2 6.0 25.8 26.0 26.4 26.7 26.5 26.6 26.9 27.3 27.1 26.7 26.9 27.1

補助金 、公営
企業繰出など 9.5 1 7.7 19.0 19.3 19.4 19.5 19.6 19.7 19.8 19.9 20.7 20.7 20.7 20.7

下水道など特
別会計繰出金 30.9 2 7.3 28.0 27.4 27.3 26.5 26.9 27.3 27.8 28.3 28.9 29.0 29.0 29.0

施設等維持補
修、基金積立 7.6 6.1 1.3 4.6 1.4 1.3 1.4 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.8

給与の見直し
による削減額 － △ 1.5 △  2.9 △  2.9 △ 2.8 △ 2.8 △ 2.7 △  2.7 △  2.7 △ 2.7 △ 2.7 △ 2.7 △  2.7 △  2.7

施設、補助金
等の見直しに
よる削減額

－ △ 2.3 △  3.3 △  4.3 △ 4.4 △ 4.4 △ 4.4 △  4.4 △  4.4 △ 4.4 △ 4.4 △ 4.4 △  4.4 △  4.4

B 181.9 17 5.4 177.4 166.5 163.6 158.2 1 54.2 153.0 149.9 144.7 138.5 1 36.5 133.0 132.6

A-B △ 12.5 △ 3.4 △  8.9 0.0 △ 3.6 △ 2.2 △ 2.7 △  5.4 △  6.9 △ 6.4 △ 5.4 △ 3.3 △  0.5 0.0

年度の収支バ
ランスをとるた
めの貯金

23.3 2 8.3 19.5 22.7 19.1 16.8 14.0 8.3 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2

地方債 （借金）
返済に使う貯
金

3.2 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地域振興を図
るための貯金 22.7 2 4.7 24.7 24.7 24.7 24.7 24.7 24.7 24.7 23.9 18.5 15.0 14.4 14.4

取り崩しが可能
な貯金 3.3 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

52.5 5 7.4 48.6 51.8 48.2 45.9 43.1 37.4 30.5 23.9 18.5 15.0 14.4 14.6

借金の年度末
の残高 482.1 45 0.1 417.0 378.3 339.4 303.0 2 70.8 234.5 207.3 176.0 153.9 1 32.2 114.0 96.4

市財政全体へ
の公債費担を
測る指標

19.5 2 1.6 22.8 23.6 24.9 24.7 23.8 21.6 20.2 18.9 17.1 16.2 15.2 14.7

 地方交付税

歳

出

 そ  の  他

 補助費  等

 投資的経費

 繰　出　金

 行革取組効果額
 (自主財源確保)

 実質公債費比率(%)

区　　　　分

 地方債残高

歳出計

歳

入

 扶  助  費

 人  件  費

 その他収入
(基金繰入金除)

基
金
残
高

 市　　　税

計

 地域振興基金

 減債基金

 財政調整基金

 その他基金

歳入歳出差引

 公  債  費

 物  件  費

歳入計

 行革取組効果額
（人件費）

 行革取組効果額
（その他）
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８．篠山再生計画の推進 

平成１９年５月に篠山市の財政収支見通しを公表してから1年６カ月

が経過しました。 

この間、市民の目線から行政改革に関する施策と魅力あるまちづくりの施

策について意見をいただくことを目的に、平成１９年７月に「篠山再生市民会

議」を設置し、計１８回にわたる協議、検討をされ、平成１９年１１月２日に第

一次答申、平成２０年６月１０日に第二次答申を提出していただきました。 

更に、ふるさといちばん会議や市民アンケートなど、市民の方からのご意

見、職員による庁内での検討結果等を集約し、平成２０年６月２０に篠山再生

計画〔案〕（行財政改革編）を策定し、公表しました。 

その後、篠山市議会における審議や篠山再生市民会議でのご意見（第１

９回～２３回会議）と、ふるさといちばん会議（各中学校区で平成２０年８月１

日～９日の間に６回開催）やパブリックコメント、要望や署名等の市民の方か

らの多くのご意見等をいただきました。それを集約し、必要性・公平性・有効

性・効率性・緊急性の観点から慎重に検討を重ね、一部見直しを行った上で、

篠山再生計画（行財政改革編）を策定しました。 

今後、篠山市の財政再建を必ず、成し遂げるためには、計画に上げており

ます行財政改革の具体的方策全１２２項目を、市民、企業、議会、行政が負

担（痛み）を分かち合い、着実に実行していくことが必要です。 

また、篠山再生市民会議の答申内容と比較しますと、特に職員数及び

職員給与の削減数値については乖離がありますが、職員給与の削減につ
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いては、職員から理解を得られる最大の数値です。この削減を断行する

ことによって、兵庫県内では最低の給与水準となる見込みです。 

また、行財政改革を進めていく中で、年度ごとに検証を行い、財政悪化が

回避できない場合は、全取組項目について見直しを行っていきます。 

更に、基金の取り崩しをできる限り行わず、年度ごとの収支バランスをより

改善するよう、財政の健全化を図り、ふるさと納税についても職員、市民あげ

ての運動として取り組んでいきます。 

さて、篠山再生計画を着実に実行していくためには、市民、企業、議

会、行政は互いに対等の関係であることを、これからも再認識するとと

もに、「公」は行政が担うという固定観念やそれぞれの過去の基準から

脱却するとともに、具体的には、行政の側については、市民と協働し、

地域の力を引き出すことを念頭に置き、市民ニーズに対する意識、コス

ト感覚、適正な決定を行える判断能力などを磨くことが求められます。

市民の側には、自分たちの住むまちは自分たちでつくるという自主自立

の意識の醸成や行動が求められ、企業についても、地域に貢献しようと

する意識や活動が求められます。 

そのために、職員に対しては、市民との協働の重要性の認識を深め、

地域分権の取組みを行うとともに、地域のまちづくり活動への積極的な

参加を促進します。 

市民や企業に対しては、地域づくりへの参加意識を高め、地域づくり

を支える人材を育成し、地域の自治力を高めていくことが必要となりま
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す。 

最後に篠山市の行財政改革を行うのは、「人」であることから、それ

ぞれの意識が変わらなければ改革は進みません。 

その中で、市民、企業、議会、行政が一丸となって、篠山市の財政危

機を必ず回避し、篠山再生を成し遂げるため、不退転の決意をもって改

革に取り組みます。 
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（１）定員・給与の見直し（３項目） 
  

（頁） 
  １．定員の適正化等 ························································18 

      ２．給与（市長・副市長・教育長）の引き下げ ···················19 
      ３．給与（正規職員）の引き下げ ······································20 
       



（１）定員・給与の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

392,169 542,545 536,804

H19 H20 H21 H22 H23

職員数 566 508 481 473 463

前年度比 △２６ △ 58 △ 27 △ 8 △ 10

(544,348) (817,648) (910,448)

1

　平成１９年４月１日現在の職員
数は、５６６名。これまでも、退職
者数の３分の１を新規採用するな
どにより、職員数の適正化に取り
組んでいる。

【参考】定員削減のみの効果額
　
　上記人件費の中で、退職手当
組合等の負担金増にともなう人件
費を除いた効果額

〔効果額〕
平成２０年度　５億４，４３４万８千
円
平成２１年度　２億７，３３０万円
平成２２年度　　　９，２８０万円

no 取組項目名 現状

○定員の適正化（単位：人）

定員の適正化
等
(職員課)

効果額(千円)

実施内容

※いずれも、４月１日現在の人
数。
H２１以降は、見込み。

平成２５年４月１日における職員数
の目標数値　　４５０人
　今後、職員の新規採用について
は当面３名程度として、職員数の
適正化に努める。

【平成２０年度】
退職者　６８名
新規採用　１０名
〔効果額〕 ３億９，２１６万９千円

【平成２１年度】
勧奨退職等　３０名
新規採用　３名
〔効果額〕１億５，０３７万６千円

【平成２２年度】
勧奨退職者　１１名
新規採用　３名
〔効果額〕△５７４万１千円

実施年度

　実施
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（１）定員・給与の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

効果額(千円)

実施内容 実施年度

2,822 5,645 5,645

2

給与（市長・副
市長・教育長）
の引き下げ
(職員課)

【市長】
給料：６６万９，６００円（平成１９年
６月より在任期間中２０％の削減
を実施）
期末手当：  ６月　２．１ヶ月
　　　　　　　１２月　２．２５ヶ月
〔在任期間中３０％の削減を実施
（退職手当の５０％削減の代替措
置）〕

【副市長】
給料： ６６万６千円
期末手当：　６月　２．１ヶ月
　　　　　　　１２月　２．２５ヶ月

【教育長】
給料： ６１万２千円
期末手当：　６月　２．１ヶ月
　　　　　　　１２月　２．２５ヶ月

【市長】
２０％削減→３０％削減（給料のみ
削減）
平成１９年度給与額（退職手当組
合負担金含む）
　１，４１８万７千円
引下げ後給与額（退職手当組合
負担金含む）
　１，２７８万６千円
〔効果額〕１４０万１千円

【副市長】
給与（給料＋職員手当）の１５％
削減
平成１９年度給与額（退職手当組
合負担金含む）
　１，５４７万３千円
引下げ後給与額（退職手当組合
負担金含む）
　１，３２６万１千円
〔効果額〕２２１万２千円

【教育長】
給与（給料＋職員手当）の１５％
削減
平成１９年度給与額（退職手当組
合負担金含む）
　１，４２７万７千円
引下げ後給与額（退職手当組合
負担金含む）
　１，２２４万５千円
〔効果額〕２０３万２千円

合計　１４０万１千円＋２２１万２千
円＋２０３万２千円
　　＝５６４万５千円
平成２０年度は１０月から実施
　５６４万５千円×1/2
　　＝２８２万２千円

　実施
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（１）定員・給与の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

効果額(千円)

実施内容 実施年度

157,187 300,759 292,714

552,178 848,949 835,163合　　　計

平成２０．４．１現在
平成２０年度人件費総額
４２億８，７３１万９千円
　給料     １９億９，０２６万７千円
　職員手当　１１億６，６１２万５千
円
　共済費　　 ５億２，７９７万円
　負担金　　 ６億２９５万７千円

職員数　５０８人

給料月額５％削減
　（医師職除く全職員）

期末手当０．８カ月削減
（行政職給料表３級以上相当職
員）

期末手当０．４カ月削減
（行政職給料表2級相当職員）

  ただし、県から出向中の指導主
事については、県職員の削減率
を適用する

管理職手当１０%削減（全管理職）

〔効果額〕
平成２０年度　１億５，７１８万７千
円
平成２１年度　３億７５万９千円
平成２２年度　２億９，２７１万４千
円

【参考】給料＋職員手当の削減率
行政職給料表１級相当職員
　　　　　　　　　　　　（△５％）
行政職給料表２級相当職員
　　　　　　　　　　　　（△７％）
行政職給料表３級～７級相当職
員　　　　　　　　　　（△１０％）

3

給与（正規職
員）の引き下げ
(職員課)

　実施
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（２）議員定数・報酬の見直し（２項目） 
    

（頁） 
  １．議員定数の見直し······················································21 

 ２．議員報酬の見直し（議員期末手当の引き下げ） ··············21 
     



（２）議員定数・報酬の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

13,162 13,162 13,162

8,909 17,226 17,226

22,071 30,388 30,388

実施年度no 取組項目名 現状

効果額(千円)

実施内容

議員数２０名

議員人件費
　　　年間　１億３，５２０万５千円

〔効果額〕
１億４，８３６万７千円－１億３，５２０
万５千円
　　＝１，３１６万２千円

合　　　計

1

議員定数の見
直し

議員数２２名

　議員人件費
　　　年間　１億４，８３６万７千円

2

議員報酬の見
直し（議員期末
手当の引き下
げ）

　議員報酬
　　　議長　　　４７万５千円／月
　　　副議長 　３８万５千円／月
　　　委員長 　３６万円／月
　　　議員　　　３５万円／月

　議員人件費（２０名）
　　　年間　１億３，５２０万５千円

　議員期末手当（20名）
　　議長（１名）・副議長（１名）
　　委員長（５名）・ 議員（１３名）
　　年間支給額　３,４４９万９千円

議員期末手当 ５０％削減

　議員期末手当（20名）
　　議長（１名）・副議長（１名）
　　委員長（６名）・ 議員（１２名）

　　年間支給額　１,７２７万３千円

〔効果額〕
３,４４９万９千円－１,７２７万３千円
  ＝１,７２２万６千円

  年間支給額（報酬＋期末手当）
換算で、年額１４％の減額となる。
（平成20年度は12月期末手当より
実施）

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し（１７項目） 
   （頁） 

１．支所組織の見直し ········································································ 22 
２．学校適正配置 ·············································································· 24 
３．中央公民館方式の採用 ·································································· 24 
４．診療所のあり方の見直し ······························································· 25 
５．隣保館等の運営方法の見直し ························································· 25 
６．研修センターの地元地域への移譲 ··················································· 26 
７．チルドレンズミュージアムの運営の見直し ······································· 26 
８．西紀運動公園の運営の見直し ························································· 27 
９．図書館業務の見直し ····································································· 28 
１０．さぎそうホールの管理運営の見直し ············································· 29 
１１．学校給食センター業務の委託 ······················································ 29 
１２．酒造記念館の運営方法の見直し ··················································· 30 
１３．デイサービスセンターの運営の見直し ·········································· 31 
１４．篠山市保育所適正化配置計画に基づく保育園の統廃合と幼保一体化··· 31 
１５．放課後児童健全育成事業の見直し ················································ 32 
１６．市営篠山口駅西公営駐車場管理の委託 ·········································· 32 
１７．よろこび苑の運営の見直し ························································· 33 



（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

― ― ―

検討

　下記団体の支部活動の事務局
を各支所共通的に受け持ち、総
会事務、事業運営、通帳会計事
務等を行っている。

― ― ―

・丹南まとい会
・丹波並木道中央公園対策委員
会

・篠山市民児協
・篠山市遺族会
・篠山市更生保護女性会
・篠山交通安全協会
・篠山市保健衛生推進協議会
・篠山防犯協会
・自治会長会
・老人クラブ城東支部
・城東味まつり実行委員会
・老人クラブ多紀支部
・県道本郷藤坂線道路整備促進
期成同盟会
・今田ぬくもりの郷振興協議会
・今田地区敬老会実行委員会

検討

・篠山口駅周辺地域防犯推進協
議会

検討 検討

no 取組項目名 現状

　城東、多紀、西紀、丹南、今田
の５支所を設置している。

1

支所組織の見
直し
（市民生活部
　各支所）

実施内容 実施年度

　当面は下記のとおりとし、今後の利用
状況や平成２２年から予定している本
庁の総合窓口設置と合わせ、引き続き
検討を行う。

①支所の業務内容は、住基法・戸籍法
及び印鑑証明による諸証明交付、保
険医療に関する届出・申請事務、収納
事務、文書収受とする。

②城東、多紀、西紀、丹南、今田の５
支所体制とするが、城東・多紀の間、
西紀・丹南・今田の間では、それぞれ
連携を図り、かつ、公民館との一体的
な運営を図るなど、最小の人員で運営
する。

③西紀分室は週に１日開庁する。

④丹南郵便局の戸籍事務等委託につ
いては、取り扱い件数が少ないことによ
り平成２１年度から廃止する。

　各団体の活動については、支所とし
て側面から支援をしていかなくてはな
らないが、本部組織が存在しているの
で、各支部の必要性を検討し、市本庁
一本化で管理運営を図る。
　また自立できると考えられる団体もあ
り、それらを区分して組織改革を図る。

　今後においては、下記のとおり区分
する。
　１．継続して事務をすべき団体
　２．本庁一本化を図る団体
　３．事務返還をする団体

人件費を除く効果額(千円)

　実施

　実施

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

　下記業務について、支所職員で
対応している。

・小動物死体処理
　支所管内の小動物死体を処理
し、市営斎場へ搬入している。
一人の職員が、１～２時間の時間
を要する。

・大型動物死体処理
　現場確認後、時には持ち帰り、
猪名川霊園へ連絡して処理して
いる。
一人または二人の職員が、１～２
時間の時間を要する。

・捨て猫処理
　毎月第２、４金曜日に指定されて
いるが、それ以外の日に市民より
搬入されることがほとんどで、その
都度、加東市にある兵庫県動物
愛護センターへ搬入している。
一人の職員が、２～３時間の時間
を要する。

・小動物死体処理及び大型動物死体
処理については地域整備課の道路パ
トロールと併せて実施する。

・捨て猫処理
 本庁対応とする。

検討 　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― ―

検討 検討

― ― ―

検討

2

学校適正配置
（教育委員会
教育総務課）

小学校            １９校
中学校              ５校
特別支援学校     １校
幼稚園            １３園

　平成１４年３月に「篠山市教育基
本構想」を策定し、その構想に基
づき、中学校の選択制、幼稚園の
統合及び２年保育を実施してき
た。

　篠山・城東・多紀・西紀・丹南（四
季の森）・今田の６公民館があり、
丹南公民館が連絡等の調整役を
担っている。

3

中央公民館方
式の採用
(四季の森生涯
学習センター)

　平成２１年度から、丹南公民館（四季
の森）を中央館とした公民館事業の統
合を行い、事業と施策の集約化をはか
る。なお、城東公民館を分館とする。

  平成２０年度において、市内有識者、
自治会、保護者の代表者などで「篠山
市立小中学校適正配置等審議会」を
設置し、適正配置及び適正規模など、
新たな教育システムのあり方について
審議する。
　その答申を受け、平成２２年度からの
適正配置に向け、平成２１年度に市民
の意見を聞きながら具体的な方針を出
していく。
　また、横断的な課題に対応できるよ
う、若手の市職員で構成されたプロ
ジェクトチーム「学校適正配置プロジェ
クトチーム」(１２人)においても、斬新な
方策を見出していく。

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― ―

検討 検討

― ― ―

検討 検討

　現在、市内に５つの隣保館を置
き、設置当初（昭和４６年～５０年）
より市が直接運営してきている。こ
の間、国（１／２）・県（１／４）の補
助を受けながら館長・指導員・生
活相談員を置き、館運営のために
市の隣保館運営審議会を設置し
て、運営についての意見を聞きな
がら積極的な事業を実施してきて
いる。

※隣保館は、基本的人権の精神
に基づき、福祉と人権のまちづくり
の拠点施設として地域住民相互
の交流を図り、地域に根ざしたき
め細やかな事業を展開している。

5

○診療者数（平成１８年度数値）
①今田　４，０４９人
　　　　　(対平成１４年度 ８０．５%)
②東雲　２，７０７人
　　　　　(対平成１４年度 ４４．４%)
③後川　　　５６６人
　　　　　(対平成１４年度 ７９．５%)
④草山　３，７６４人
　　　　　(対平成１４年度 ７６．６%)
○一般財源
①今田　２，３８０万円
　　　　　(対平成１４年度 ９８．０%)
②東雲　３，４００万４千円
　　　（対平成１４年度 １４９．８%)
　　　　※後川分を含む
③草山　１，７６９万円
　　　(対平成１４年度  １１５．９%)
○診察日数
①今田　２４０日
②東雲　２４１日
③後川　　９７日
④草山　２４１日
　上記の状況の通り、診療者数で
みると、東雲診療所では、この５年
間で５５．６％も減少し、その他３診
療所においても、微減傾向となっ
ている。また、平成１８年度決算で
みると、４診療所合計で７，５４９万
４千円を一般財源で持ち出して、
運営をしている。

4

診療所のあり方
の見直し
(医療保険課)

隣保館の運営
方法の見直し
(人権推進課)

○今田診療所
　施設は、平成１０年度整備と比較的
新しく、医療機器も一定の整備が行わ
れていること、今田地区には、主だった
医療機関がないことから、平成２２年度
にむけて、経営主体及び運営のあり方
について検討を行っていく。

○草山･後川診療所
　２診療所については、へき地診療所
に指定され、地区内においては、他に
医療機関がないことから、設置を継続
する。ただし、診療開設日や時間等に
ついての見直しを検討する。
　
○東雲診療所
　上記の３診療所と連携した医師の確
保に努め、診療開設日や時間等につ
いての見直しを図りながら、存続に向
け検討を行う。

  一館体制あるいは、それに近い形で
の集約化を図り、運営方法等を抜本的
に見直す。

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― 3,582

検討 検討

18,408 18,408 50,408

  施設の運営及び管理について
は市直営で行い、（株）プロビスさ
さやまへ事業全般を委託してい
る。
　「創造性豊かな人づくり、子供た
ちの『生きる力』を育む拠点づくり」
という基本理念のもとに開園した
が、市民の利用が一部であるう
え、高額な運営費が課題になって
いる。

平成１９年度予算
歳入　１，８４５万２千円
歳出　６，８８６万円（管理費）
差引　５，０４０万８千円

　研修センター(１６箇所)は、昭和
４７年～５０年代初めのころに、部
落差別の根絶を目的として「同和
対策」事業特別措置法に基づく事
業実施対象の自治会に対して設
置された施設であり、関係地域住
民の差別解消と人権確立のため
の学習や地域活動の拠点として
実質的な自治公民館的な使い方
で今日までの利活用が図られてき
た。
　平成１８年度まで市直接の管理・
運営施設としてきたが、現在、指
定管理者制度による管理となって
いる。

7

ﾁﾙﾄﾞﾚﾝｽﾞﾐｭｰｼﾞ
ｱﾑの運営の見
直し
（企画課）

研修センターの
地元地域への
移譲
(人権推進課)

6

　平成２０年度より２カ年間、指定管理
者制度を導入し、経費の削減に努め
る。
　
(平成２０年度、２１年度
指定管理委託契約　 　３，２００万円)

　引き続き、経費のかからない運営方
法を検討し、それが見い出せない場合
は、平成２２年度以降は休館とする。

〔効果額〕
平成２０・２１年度　１，８４０万８千円
平成２２年度　　　５，０４０万８千円

　平成２２年度から研修センター（１６
館）は、全て地元地域（自治会等）に移
譲する。

○維持管理経費　１６館
〔効果額〕　３５８万２千円

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― 35,148

検討 検討

　平成１９年度～２３年度までの５
年間において、指定管理者制度
を導入し協定を締結している。
　
　平成１９年度の指定管理料５，７
２９万９千円（プール管理費５，２２
６万５千円・芝グラウンド管理費５０
３万４千円）に対して利用料金収
入が２，２１５万１千円であったた
め、市からの実質的な支出は３，５
１４万８千円となった。

・利用者は、年間約７万人（延べ）
となっている。
・運営経費が高額となっている。
・市内に同様の施設が民間により
運営されている。

8

西紀運動公園
の運営の見直し
（社会教育・文
化財課）

　経費のかからない運営方法を検討
し、それが見い出せない場合は、平成
２２年度以降は休館とする。

　平成１９年度　市の支出額
　
　〔効果額〕　　３，５１４万８千円

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

6,784 11,623 11,623

  平成１５年度の開館当初より、市
職員による管理運営のもと、（株）
プロビスささやまに司書業務の委
託を行ってきた。

※職員構成
　【中央図書館】
　　市職員　　　　　　　　　　４名
　　委託職員　　　 　　　　１２名
　　　　　　　　　　（内パート４名）
　
  【図書コーナー】
　　委託職員　　　　　　　　６名
　　　　　　　　　　（内パート３名）

図書館業務の
見直し
(中央図書館)

9

 平成２０年度は委託から派遣体制と
し、平成２１年度から、市職員と嘱託職
員の配置による直営化或いは、指定管
理制度の導入について、併せて検討
を行う。
【平成２０年度】
  委託を労働者派遣に切り替え、その
経費として、６７８万４千円を削減する。
〔公共サービス事業委託料〕
　平成１９年度        ３，４６０万６千円
〔労働者派遣事業費積算〕
　平成２０年度        ２，７８２万２千円
〔効果額〕 　             　６７８万４千円

【平成２１年度】
・利用者の利便性を更に図るため、中
央図書館について祝日を開館する。
(年間16日　273日→289日）
○市民センター図書コーナー
　図書館職員は置かず、次のとおり工
夫して、従来の機能を維持できるよう努
める。
　市民ボランティアを募り、体制を整備
のうえ、利用者への書架案内、貸し出
しなどの支援、返却本の書架への配
架、図書の整理や補修、館内の管理、
環境美化などを行う。
　中央図書館職員が随時出向き、上記
の活動の調整にあたる。
　中央図書館の図書自動貸出機を移
設し、利用者自身で借り受ける手続き
をしていただく。
　中央図書館の図書についても、配本
し貸し出す。館の解錠、施錠、警備に
ついて、（株）まちづくり篠山に委託す
る。
　上記の市民ボランティアの体制が整
わない場合は、貸し出しや閲覧を休止
し、自習コーナーとしての活用を図る。
　市東部の小中学生の図書館利用教
育は、中央図書館職員が出向いて行
う。
　お話会などの行事は、従来どおりボ
ランティアグループと協働で行う。
○中央図書館
　市職員４名、派遣社員８名
　図書館業務は一体的に中央図書館
が担う。
  市民センター図書コーナーの郷土資
料は中央図書館へ移設し、豊富な参
考資料と司書の専門性により集約的に
活用する。
　運営体制について、労働者派遣から
嘱託職員雇用による直営化、あるいは
指定管理者制度導入について検討す
る。
〔効果額〕
派遣委託見直し 　１，１７８万３千円
雑誌・新聞等　  　　　　６３万７千円
まちづくり篠山への施錠解錠警備委託
△７９万７千円
    　             計　 １，１６２万３千円

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― 7,477 7,477

検討

― ― ―

検討 検討

　直営方式と民間委託を比較しなが
ら、平成２２年度以降の給食センター
運営について検討していく。

【内容】
○ガイドラインの作成
　・会社選定に係わる条件等
　・食材発注に関すること
　
○現行直営方式と業務委託との比較
　・コスト面
　・危機管理体制、安全面
　
○直営方式での効果的・効率的な運
営方法への改善

10

　直営
・篠山東部学校給食センター
　正職員　　４名
　非常勤嘱託職員
　　　２３名（３０時間勤務）
　　　　９名（２０時間勤務）
　　　　計　　３６名

・篠山西部学校給食センター
　正職員　　　３名
　非常勤嘱託職員
　　　２５名（３０時間勤務）
　　　　８名（２０時間勤務）
　　　　計　　　３６名

11

学校給食セン
ター業務の委託
（各学校給食セ
ンター）

　経費のかからない運営方法を検討
し、それが見い出せない場合は、平成
２１年度以降は休館とする。

　　〔効果額〕　　７４７万７千円

さぎそうホール
の管理運営の
見直し
(たんば田園交
響ホール)

　ホールの年間利用日数は６７日
（開館２６２日）あり、主に今田中学
校及び市役所が利用している。
◇利用内訳：学校３５日、市役所２
３日、一般９日

◇ホール使用料収入（H１９年度）
 ２２万４千円
　　（減免制度により、収入は一般
のみ）

◇支出（H２０年度予算）
　７７０万１千円

・報償費　　 　　 　１５万円
・光熱水費　　 　３９０万円
・消耗品　　 　 　　２５万円
・役務費　　   　２万３千円
・委託料　 　３３７万８千円

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― 2,378

検討 検討

12

酒造記念館の
運営方法の見
直し
（丹波篠山黒ま
め課）

　年間入館者及び会議室の利用
状況も少なく、必要経費に比べ利
用効率が乏しい。

○収入（杜氏組合記念館経費（平
成１９年度見込み）
・シルバー人材センター年間使用
料８０万円
　・展示室入館協力金　１人１００
円　（平成１９年度実績　３０万円）
８０万円＋３０万円
　　　　　　　　　＝１１０万円
○支出
・ガス・電気・上下水道料
　　　　　　　　　　１４１万５千円
・機器リース料　　４６万２千円
・エレベーター等保守点検料
　　　　　　　　　　　８４万９千円
　　　　　　　計　２７２万６千円
・休日開館管理委託料
　　　　　　　　　　７５万２千円
　　　　　　合計 ３４７万８千円
※３４７万８千円－１１０万円
　　　　　　　＝２３７万８千円
市負担分
会館年間使用回数
・研修室１　８７回（杜氏組合使用
年間約１５回）
・研修室２　７６回（　　　〃　　　　）
・訓練室 　 ８８回（　　　〃　　　　）
・介護保険課　週２～３回　年間
９０～１００回

　経費のかからない運営方法を検討
し、それが見い出せない場合は、平成
２２年度以降は休館とする。

　　〔効果額〕　２３７万８千円

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― ― ―

検討

― ― ―

検討

　建設当初に国庫補助金の交付を受
けており、県等と協議を行いながら、今
後のデイサービスセンターのあり方に
ついて平成２０年度に方向性を示す。
　指定管理制度の継続又は、施設譲
渡についても検討を行う。

　市有施設として、指定管理者制
度によりデイサービス事業の運営
を行っている。
　
○篠山デイサービスセンター
平成１８．４．１～平成２１．３．３１
指定管理料１５３万６千円

○今田デイサービスセンター
平成１９．４．１～平成２１．３．３１
指定管理料２５万２千円

○西紀デイサービスセンター
平成２０．４．１～平成２２．３．３１
指定管理料５７６万７千円

  各施設については、十数年経過
しており今後の維持管理費用の
増加が考えられる。

デイサービスセ
ンターの運営の
見直し
(保健福祉部企
画総務課)

13

14

篠山市保育所
適正化配置計
画に基づく保育
園の統廃合と幼
保一体化
（こども未来課）

　平成１５年４月から幼稚園４，５歳
児の２年制が実施されたが、幼稚
園に預かり保育が無いことから、
保護者の就労形態により、家庭で
の保育ができない子は保育園に、
家庭での保育ができる子は幼稚
園にと入所、入園している。
　保護者としては、幼稚園での預
かり保育の実施、幼稚園での保育
時間の延長を望んでいる。
　また、少子化が進行し、各保育
園・幼稚園では定員割れとなって
いることから、少人数でのカリキュ
ラムの難しさと運営面からも効率
的、効果的でない状況にある。
　保育園での４、５歳児の就学前
教育の見直しも必要である。

　平成２０年度「幼保一体化」プロジェク
トチ-ムにより、各幼稚園、保育園の実
情と施設の実態及び４、５歳児の就学
前教育のあり方を踏まえ、保育園の統
廃合と認定こども園(幼保連携型)につ
いて検討を行う。
　また、各校区での説明会を実施し、
地域住民の理解や協力を得る中で、
篠山市の幼保の一体を進める。

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

△ 537 △ 537 △ 537

― △ 750 △ 750

検討 実施 継続

16

市営篠山口駅
西公営駐車場
管理の委託
(管財契約課)

　本庁周辺市営駐車場と管理の一本
化（指定管理者制度）を図る。
　
委託料（増額分）
　年額５５万円＋清掃費２０万円
　　　　　　　　　　　　＝７５万円

　今田児童クラブについても、篠山東、
西紀児童クラブ同様、農協へ運営委
託（JA今田支店跡地）することにより、
児童の安全確保はもとより、適正な児
童クラブ室の確保を図る。

積算内訳
・非常勤嘱託職員人件費等
　 　３３万７千円
・光熱水費、建物使用料等
　△８７万４千円

　３３万７千円＋△８７万４千円
　　　＝　△５３万７千円

15

放課後児童健
全育成事業の
見直し
(こども未来課)

　今田児童クラブは今田公民館に
おいて実施しているが、通所児童
が国道を横断することにより、児童
が常に危険にさらされている。ま
た、児童クラブ入所児童の増加に
伴い、児童クラブ室の基準が満た
されていない。

　市営篠山口駅西公営駐車場の
管理においては、毎週火、金曜日
に職員１名が集金（約１時間を要
する）を行い、トラブル処理は、休
日昼夜を問わず対応している。

　実施

　実施
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（３）公の施設の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状 実施内容 実施年度

人件費を除く効果額(千円)

― 50 50

検討

24,655 36,271 109,379合　　　計

　施設全体を温泉・農業公園（ぬくもり
の郷）に位置付け、指定管理の範囲に
包括し、ぬくもりの郷の臨時駐車場等と
しての活用を図る。

　〔効果額〕　５万円

17

よろこび苑の運
営の見直し（今
田支所）

　今田老人福祉センターの屋外
活動等のために建設したこの施設
は、福祉活動にほとんど利用され
ていないことにより、（株）夢こんだ
がぬくもりの郷を運営するにあたり
従業員及び来館者臨時駐車場と
して利用するため一部舗装を施し
た。
　手芸の館については、ぬくもりの
郷の商品等のストックスペースが
不足しているため、（株）夢こんだ
に賃貸借契約により貸し付けてい
る。

　実施

33



（４）事務事業の見直し（８３項目） 
   （頁） 

１．路線バス回数券購入助成事業の見直し······································ 34 
２．市長交際費支出基準の見直し·················································· 34 
３．非常勤特別職の報酬改定························································ 35 
４．各種委員会等の報償費の改定·················································· 35 
５．無線ルータ機器保守料の削減·················································· 36 
６．電話専用回線の廃止······························································ 36 
７．衛星通信ネットワークの脱退·················································· 37 
８．投票管理者等の報酬改定························································ 37 
（９．総合窓口の設置（「まちづくり編」へ移行）） 
１０．公共工事コストの縮減························································ 38 
１１．入札制度の見直し······························································ 38 
１２．本庁舎清掃業務委託の見直し··············································· 39 
１３．北庁舎跡公用車駐車場の賃貸借契約の見直し·························· 39 
１４．市バス運行業務委託の見直し··············································· 40 
１５．固定資産税名寄帳（紙台帳）の電子化··································· 40 
１６．住民税、固定資産税納付書の一括送付··································· 41 
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（頁） 
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

2,800 2,800 2,800

160 220 220

　交際費支出基準を見直し、慶弔
費の支出基準を見直し、原則本
人のみとする。

市長交際費
１００万１千円（平成１９年度実績）

平成１９年度慶弔費実績３７件
２７万７千円→５万円に減額

〔効果額〕
平成２０年度　　　　 １６万円
平成２１・２２年度　　２２万円

no 取組項目名 現状

1

路線バス回数券
購入助成事業
の見直し
（企画課）

　路線バスなどの公共交通利用
増進を目的に、回数券を購入す
る市民等に対し、購入費用の一
部を補助している。

補助割合：回数券購入金額の1/2
上限：1世帯当たり年間3冊

2

市長交際費支
出基準の見直し
(秘書課)

　市長交際費については、必要
最低限の支出に押さえて、減額
に取り組んでいるが、支出基準に
ついては平成１６年以降大きな見
直しが出来ていない。
　平成１９年４月より市内弔電を廃
止とし、戸籍窓口で死亡届受付
時に「おくやみのことば」を渡すこ
ととした。

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

　神姫バス路線での回数券廃止
（ＩＣカード化）にあわせて、世帯単
位での補助を個人単位とする。
　また、補助額を定額の2,000円
（小人・障害者は1,000円）とする。

　〔効果額〕　２８０万円

　実施

　実施

34



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

3,881 3,881 3,881

3,914 3,914 3,914

3

　日額の報償費を、非常勤特別職
の日額報酬と同額を予算措置し
て執行

〔効果額〕　３９１万４千円

4

各種委員会等
の報償費の改
定
(総務課)

　１回の会議が短時間以内の場合
　委員８，１００円・委員長９，４００
円を４千円に関係規定を改正し、
報償費もこれに準じて予算措置を
行う。

〔効果額〕　３８８万１千円

非常勤特別職
の報酬改定
(総務課)

　委員１日８，１００円、委員長１日
９，４００円の日額報酬の全額支
給

　日額の報償費は、非常勤特別
職の日額報酬と同額を予算措置
して執行している。（委員１日８，１
００円、委員長１日９，４００円）

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

472 472 472

172 172 172

　酒造記念館の利用状況に合わ
せ専用回線２回線を廃止する。

〔効果額〕　１７万２千円

　無線アクセスポイントや無線
ルータの使用から、故障率の低い
有線に切替て、無線機器の保守
に係る経費を削減する。

無線機器保守料
　〔効果額〕　　４７万２千円

6

電話専用回線
の廃止
(総務課)

5

無線ルータ機器
保守料の削減
(総務課)

　業務で使用しているパソコン及
びプリンターは、アクセスポイント
から無線ルータを使用して接続し
ているものがある。

　本庁舎と酒造記念館を結ぶ専
用回線を３回線利用しているが、
施設の利用状況からみると、回線
数が多い。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

450 750 750

242 0 242

　兵庫県の衛星通信ネットワーク
（防災行政の衛星回線を利用し
たネットワークシステム）には、旧
町単位で加入していたが合併後
もそのままであった。
　丹南支所については、平成１８
年度の解体時に脱退したものの、
西紀・今田支所分は現在も加入
している。

投票管理者等
の報酬改定
(選挙管理委員
会)

選挙長
　１万１，７００円

選挙立会人
　９，３００円

投票管理者
　１万３，６００ 円

本庁期日前投票管理者
　１万２，１００円

支所期日前投票管理者
　８，９００円

投票立会人
　１万１，７００円

本庁期日前投票立会人
　１万３５０ 円
　
支所期日前投票立会人
　７，６５０円

　経費節減の観点から、西紀・今
田支所についてネットワークから
脱退する。

西紀支所分負担金　 　３６万円
今田支所分負担金　　 ３９万円
　　　　　　計　　　　　　　７５万円

脱退に必要な経費
アンテナ撤去運搬費　　３０万円

　７５万円－３０万円
　　　＝４５万円〔Ｈ２０効果額〕

　〔Ｈ２１以降の効果額〕　７５万円

8

7

衛星通信ネット
ワークの脱退
(総務課)

　国の基準額と同額になるよう条
例（特別職の職員で非常勤の者
の報酬及び費用弁償に関する条
例）を改正する。

〔効果額〕　　２４万２千円

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― ― ―

― ― ―

　社会情勢や環境情勢に沿った
コスト縮減計画の作成を検討する
とともに、他事業間との連携を図り
ながら一層のコスト縮減を図る。

10

11

入札制度の見
直し
(管財契約課)

公共工事コスト
の縮減
(管財契約課)

　「公共工事コスト縮減 篠山市新
行動計画」に沿い実施している。

○公共工事コスト縮減 篠山市新
行動計画とは
　　１．工事コストの縮減
　　２．時間的コストの縮減
　　３．ライフサイクルコストの縮減
　　４．社会的コストの縮減
　　５．長期コストの縮減
           　（平成１３年６月策定）

　「公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律」に
基づき、社会情勢を見極めなが
ら、毎年度、制度見直しを行って
いる。

　業者選定から入札に至るまでの
事務処理の簡素効率化を進める
とともに、より競争性・透明性を高
めた入札制度を検討する。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

2,502 2,502 2,502

― 3,625 3,625

検討

　平成１０年度から、個人から土
地を借り受け、北庁舎敷地とし
て、また北庁舎解体後は公用車
駐車場として利用してきたが、公
用車の減少に伴い、駐車場の空
きスペースが目立つようになっ
た。(駐車スペース４１区画に対し
て、３０台の公用車が駐車)

北庁舎跡公用
車駐車場の賃
貸借契約の見
直し
(管財契約課)

　現在、駐車している公用車の駐
車スペースについては、近隣の駐
車場を活用する。
　平成２１年度からは、賃貸借契
約を更新しない。

〔効果額〕　３６２万５千円
　　　　（１年分の賃借料）

　本庁舎及び第２庁舎男子便所、
外回り清掃を委託し、本庁舎及び
第２庁舎内の清掃業務を職員が
実施する。

〔効果額〕　２５０万２千円

13

12

本庁舎清掃業
務委託の見直し
(管財契約課)

　本庁舎男子便所及び第２庁舎、
外回り清掃に係る業務を（株）プロ
ビスささやまに委託している。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 7,167 7,167

検討

600 600 600

　固定資産税の課税台帳につい
ては、現在、紙台帳にて作成を
行っている。

14

市バス運行業務
委託の見直し
(管財契約課)

　平成１８年度から３カ年契約によ
り、市バス４台の運行業務を委託
し各種研修、視察等に使用して
いる。

　市バス４台のうち２台について
は、老朽化しており交通安全上に
も支障があり、排ガス規制を受け
ることから都市部への運行が出来
ない。
　このため、平成２１年度より本
庁、今田の市バス２台を廃車し、２
台体制による運行業務とする。

市バス２台廃車
〔効果額〕　７１６万７千円

　課税台帳については、地方税法
第３８０条の規定により、電磁的記
録の備え付けで対応出来ることと
なっている。
　平成１９年度からは、電子化での
対応も可能となっており、平成２０
年度から紙台帳を廃止する。

〔効果額〕　６０万円

15

固定資産税名
寄帳（紙台帳）
の電子化
(税務課)

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,300 1,300 1,300

3,652 3,652 3,652

17

衛生委員報償
費の見直し
(市民課)

　地域住民の保健衛生向上のた
めに活動する篠山市衛生委員に
対し、均等割り、世帯割により報
償費を支払ってきた。

現状の報償費の積算
＠３００円×世帯数+１万８千円
（均等）

16

住民税、固定資
産税納付書の
一括送付
(税務課)

　平成２０年度から納付書の発送
を当初の納期月に４期分を一括し
て送付する。

〔効果額〕
郵送料
 　固定資産税分　　８０万円
　 住民税分　　　　　５０万円
　　　　　　８０万円＋５０万円
　　　　　　　　　　＝１３０万円

　近隣自治体と業務内容・報酬額
等を比較し見直しを行う。

　平成２０年度から世帯割を廃止
し、均等割のみ残し、１自治会１万
６，０８０円とする。

〔効果額〕　３６５万２千円

　合併以来住民税、固定資産税
の納付書を納期ごとに４回に分け
納付書を発送している。

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 1,539 1,539

検討

― 1,600 1,600

検討

　平成１１年度からごみの減量及
びごみ問題に対する意識の向上
を図ることを目的に資源ごみの集
団回収を実施する各種団体に回
収量に応じて、３円/kgの補助を
行ってきた。

18

19

資源ごみ集団
回収奨励金事
業単価の引き下
げ
(市民課)

　県内実施市町と比較すると単価
が高いため、平成２１年度から、１
枚当たりの単価を１円引き下げ
て、３円の手数料とする。

１枚あたり手数料単価　　４円→３
円

〔効果額〕　１５３万９千円

　リサイクル意識も高まり、引き取り
単価も有償となってきているため、
奨励金単価（古紙類･布類･空缶）
を２円/㎏に引き下げる。
（ただし、障害者福祉等事業所を
除く。）

〔効果額〕　１６０万円

ごみ袋販売手
数料単価の引き
下げ
(市民課)

　小売店等に委託して販売するこ
とにより、行政サービスの向上を
図ることを目的として、ごみ袋１枚
当たり４円の手数料を支払ってき
た。

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 275 275

検討

― 389 389

検討

21

　平成２１年度から公平性の確
保、市の財政状況を考慮し、自治
会と市との負担割合を５０％とする
ことで、経費の削減を図る。

　ただし、防火水槽の補修の内、
フェンス工事に係るもの及び、消
火栓の枠補修（段差補修）に係る
ものは、１００％市負担とする。

　４４５万１千円（平成１９年度予
算）

上記補修工事分を除いて５０％負
担とした場合　　４０６万２千円

〔効果額〕
　４４５万１千円－４０６万２千円
　　=３８万９千円

　指導員１８名のうち、５名を削減
する。

〔効果額〕
　年額５万５千円×５人
　　　　　　　　＝２７万５千円

20

消防施設整備
事業の見直し
(市民課)

　消火栓の新設、消火栓器具の
購入、防火水槽の補修等は、平
成１１年の合併時に協議され、地
元と市との負担割合が決められて
いる。
　
消火栓の新設
　　　・・・・・市負担８０％

消火栓器具の購入
　　　・・・・・市負担６０％

防火水槽の補修
　　　・・・・・市負担６０％

交通安全指導
員数の削減
(市民課)

　指導員１８名に任期２年で委嘱
している。

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― ― 900

検討 検討

― 1,600 1,600

検討

22

消防団組織・機
構の見直し
(市民課)

23

　平成１２年度から市民のごみ再
利用意識の高揚及びごみの減量
化を促進するため、１基当たり２万
円以内の補助を行ってきた。

生ごみ処理機
器購入助成金
事業の廃止
(市民課)

　団員確保が困難な状況を踏ま
え、管轄区域の見直し（部の統
合）及び国の基準（消防力の整備
指針）に基づき、部の統合につい
て検討し、人員の適正化や車両
の削減を行う。

〔効果額〕　９０万円

　事業開始から７年が経過してお
り、申請件数も減少〔平成１８年度
実績　６３件、ピーク時８４７件(平
成１２年度)〕、機器の単価も下
がってきており、当初の目的は達
成したため、平成２１年度から補
助事業の廃止を行う。

〔効果額〕　１６０万円

　平成１５年度に機構改革を実施
し、
分団数を３２分団→２１分団
部数を１１１部→６８部
団員数を１，６１０人→１，２５３人
へと削減しているが、団員の７割
が企業等へ勤務されており、団員
の確保に苦慮している。
　また、消防車両の維持管理経
費が高額になっている。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 105 105

検討

100 100 100

　西紀支所庁舎、西紀老人福祉
センター周辺の植木剪定業務を
シルバー人材センターに委託し
ている。

植木剪定委託料　１０万円

　西紀老人福祉センター部分が
大半を占めており、平成２０年度よ
り指定管理者（社協）管理に移
行。植木剪定委託料が減となる。

〔効果額〕　１０万円

25

西紀支所庁舎
周辺の植木剪
定等委託料の
見直し
（西紀支所）

24

　県消防協会役員会負担金（２万
７千円）、丹波地区消防団連絡協
議会負担金（７万８千円）を毎年
負担している。

消防団関係加
盟団体負担金
の見直し
(市民課)

　県消防協会役員会負担金及び
丹波地区消防団連絡協議会負担
金については、平成２１年度から
負担を行わない。

県消防協会役員会負担金
　　　　　　　　　　　２万７千円
丹波地区消防団連絡協議会負担
金
                     　７万８千円

〔効果額〕
２万７千円＋７万８千円
　　　　　　　＝１０万５千円

　実施

　実施

45



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

535 535 535

― 250 250

検討

平成２０年度から日常清掃につい
ては、週３回の内、１回は直営で
実施する。
　定期清掃については、年２回を
１回とする（庁舎の使用頻度減に
よる）。

　〔効果額〕　５３万５千円

26

27

　西紀支所庁舎の日常清掃につ
いて、（社）シルバー人材センター
に委託している（週３日で、８時か
ら１５時まで）。
　西紀支所庁舎の定期清掃につ
いては、業者委託をしている（年２
回）。
業務内容は、ガラス拭き、床ワック
ス掛、網戸、カーペットの清掃。

シルバー人材センター委託分
　　　　　　　７８万９千円
清掃業者委託分
　　　　　　 　５４万４千円
　
　　　　　　計　１３３万３千円

西紀支所庁舎
の清掃業務委
託料の見直し
（西紀支所）

広報誌関係の
簡素化（一本
化）について
（市民協働課）

篠山市広報　　　毎月
篠山市議会だより　　４回／年
（６．９．１２．３月）
篠山市農業委員会　２回／年
（６．１２月）
　
　印刷業務の委託については、
各担当課で契約を実施している。

　篠山市議会だより及び篠山市農
業委員会だよりが発行される月に
ついては、増頁又は、別冊等によ
る対応を検討する。
　また、篠山市社会福祉協議会や
篠山市人権・同和教育研究協議
会等、他の関係機関と簡素化（一
本化）について協議を行う。

　〔効果額〕　２５万円

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

2,622 2,622 2,622

85,388 85,388 85,388

ごみ選別委託
業務の見直し
-金属類の処分
の見直し-
(清掃センター)

　平成２０年度から鉄（破砕屑：電
化製品等の鉄）の引き取り市場価
格が高騰したため、搬出リサイク
ル料単価引き下げが可能となっ
た。そこで、委託業務内容の見直
しを行い、リサイクル料単価を引き
下げて金属類の処分費用の減額
を図る。

　Ｈ１９リサイクル料単価
　　　　　　　　　　　＠１９．９５円/kg
　Ｈ２０リサイクル料単価
　　　　　　　　　　　＠１５．７５円/kg
　引き下げ単価
　　　　　　　　　　　＠　４．２０円/kg

〔効果額）　２６２万２千円

　平成２０年４月より灰溶融炉を休
止すると共に、焼却灰のフェニック
ス神戸沖処分場への運搬、埋め
立て処分を委託することで、運営
費コストの削減と最終処分場の延
命を図る。

・運転業務委託に伴う燃料費、修
繕費等の効果額
　　１億３，４２５万５千円　①
・フェニックス計画に伴う経費
　　　　２，４３１万７千円　②
・丹波市分担金
　　　　　２，４５５万円　　③

〔効果額〕
　　①－②－③＝８，５３８万８千円

29

28

　搬入金属類の電化製品等の破
砕屑及びトタン類については、搬
出リサイクル料を支払って処理し
ている。

搬出リサイクル料（平成１９年度実
績）
＠１９．９５円/㎏×５２万７２３kg
＝１，０３８万８，４２３円

　焼却灰等の溶融に灰溶融炉を
稼動させることにより、減容化と無
害化を図り、埋立物の覆土として
利用（リサイクル）している。

ごみ焼却処理
方法の見直し
-焼却・溶融の
あり方の見直し-
(清掃センター)

　実施

　実施

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

277 277 277

553 553 553

32

篠山市女性委
員会委員数の
削減
(人権推進課)

　委員数２０名以内

定例委員会　        １１回／年
部会　　　　　　　　　　６回／年
研修会　　　　　　　 　１回／年
 計　　　　　　　　　　１８回／年

　平成２０年度から委員数１０名以
内とし、少人数で効率的かつ効果
的な活動を行う。

委員数２０名以内から１０名以内
　〔効果額〕　５５万３，２００円

　焼却委託業務に伴う当該職員
の福利厚生施設として、旧施設を
無償貸与し、光熱水費を篠山市
負担としている。

31

清掃センター旧
施設使用経費
の負担の見直し
(清掃センター)

　平成２０年度から委託業者の負
担すべき経費の精査を行い、経
費の大半を占める電気使用料の
負担を受託業者に求める。

施設使用経費
〔効果額〕　２７万７千円

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― ― ―

検討

― ― ―

検討 検討 検討

　５月に十市一郡戦没者追悼式、
１０月に篠山市の追悼式を実施し
ており、戦後６０年を経過した中
で、開催方法等について検討時
期にきている。
　
・十市一郡戦没者追悼式奉賛会
　　補助金３０万円
・市追悼式
　　式典費用６６万７千円

十市一郡戦没
者追悼式奉賛
会補助金の見
直し
(保健福祉部
企画総務課)

　平成２０年度は、第２０回の記念
大会であり本市において開催され
る。
　大会の今後の方針及び運営方
法について協議を行う。

　主催である県との役割を明確に
することにより、市職員の負担軽
減を図り経費削減につなげてい
く。

　神戸市等十市一郡関係市町ま
た遺族会長と開催方法等につい
て協議を行う。
　
・市戦没者追悼式と併せて開催
・戦後６０年経過する中で、「平和
の集い」にするなど内容を検討。

33

車いすマラソン
大会運営の見
直し(保健福祉
部企画総務課)

　県の事業として、篠山市福祉事
務所設立以降は現地事務所とし
て大会の開催周知、運営参画団
体への依頼、コース安全管理を
担当し運営に当たっており、今年
度は第２０回の開催を迎え障害者
のスポーツ振興及び障害者の社
会参画に対する意識の向上等に
一定の成果が得られている。県と
共に開催しているが、費用面以
上に現地事務所としての負担が
大きい。

平成２０年度予算５４万６千円
申込者１３０人、出走者１０８人
ボランティア１，０００人
内市職員延べ２２０人

　運営にあたり多くの職員が運営
に携わっており、特に担当部署は
開催１ヶ月前から準備に追われ
負担が強いられている状況。
　更に職員が減少となる中で今後
の運営の在り方について見直し
が必要である。

34

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

400 400 400

428 428 428

　社会福祉協議会に補助し、該
当ボランティア団体に配分する。

平成１９年度実績
・補助金８０万円
・該当ボランティア団体４４
(1団体　約１万８千円）

　給食ボランティアグループにより
毎週１～２回調理・配食し、民生
児童委員の協力を得て、高齢者
の見守り、安否確認も兼ねて利用
者に対し１食あたり５０円の補助を
行ってきた。

５０円×８，５６４食
　　＝４２万８，２００円

ボランティア団
体育成事業補
助金の見直し
(保健福祉部
企画総務課)

　平成２０年度から補助金額を１／
２に減額。

平成２０年度見込み
・補助金４０万円
・該当ボランティア団体４４
（１団体　約９千円）

〔効果額〕　４０万円

　平成２０年度から当助成事業を
廃止し、地域福祉課が実施してい
る篠山市給食サービス委託事業
の利用を推進する。

〔効果額〕　４２万８千円

35

36

給食サービス事
業の見直し
-事業運営助成
金の廃止-
(保健福祉部企
画総務課)

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,020 2,460 2,460

6,892 6,892 6,892

　現在、１万円の補助（県１／２、
市１／２）に上乗せして市単独で５
千円を補助している。
篠山市　１人　１万５千円
三田市　１人　１万円
丹波市　１人　１万円

　市単独分の５千円の廃止を行
う。
　廃止の時期については、県の制
度見直しを行う平成２０年８月から
する。

〔効果額〕
　　平成２０年度　　　　１０２万円
　　平成２１年度以降　２４６万円

長寿祝い金
　　８０歳１万円
　　９０歳２万円
　１００歳３万円

重度心身障害
者（児）介護手
当の見直し
(地域福祉課)

　高齢者対策については、在宅支
援施策を中心に事業展開を進
め、今回、県の祝金廃止に伴い、
市においても交付方法の見直しを
行う。
　平成２０年度から８０歳、９０歳、１
００歳の長寿祝金を廃止する。
　代わりに、８７歳、９９歳、１０１歳
以上に記念品を贈呈する。

〔効果額〕　６８９万２千円

長寿祝い金の
見直し
(地域福祉課)

37

38

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

△ 585 △ 585 △ 585

4,932 5,832 5,832

　平成２０年度から利用料金設定
を見直して、基準額４，８００円（月
額４００円）を設定することで利用
の促進を図る。
　今回の利用料については、事務
の効率化を図り、介護保険料の所
得段階を適用する。
　対象外利用者の利用料につい
ては、１万７，６４０円とする。
　（平成２０年度の利用料につい
ては、増額が生じた場合は、前年
度料金を適用する。）
　
〔効果額〕    △５８万５千円
　

　平成２０年度から年次計画により
現サービスの効率化を図るととも
に、民間事業者の運行に対する
助成事業の見直しを行う。
　ただし、現時点では担える民間
事業者が少ないことから、今後の
３年間で育成が必要。

平成２０年度
　・外出支援の運行時の添乗員廃
止
　〔効果額〕　４９３万２千円

平成２１年度以降
　・福祉バスの運行時の添乗員の
廃止及び運転員の業務縮小
　〔効果額〕　９０万円
　・民間事業者への移行調査及び
運営協議会の立ち上げ（準備）を
進めながら育成をめざす。

  社会福祉協議会に委託する形
態で、５台の福祉車両で車いす
等利用者を対象に外出を支援し
ている。
　運営については、ほぼ常勤状
態で運転員・介護員を配置し
サービスを行っているため、１回
当たりの運行費が４千円程度と
なっている。

緊急通報体制
整備事業の見
直し
(地域福祉課)

　利用料については、現在１，２０
０円から１万７，６４０円までの６段
階となっている。
　この所得の把握が煩雑なため、
事務量が増加している。
　遺族年金等所得の把握を行っ
ているが、把握内容が不十分で
あったり、事務が煩雑になってい
る。

利用料は平均５千円

39

40

外出支援サービ
ス事業の見直し
(地域福祉課)

　実施

　実施　実施

52



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

176 352 705

4,845 4,845 4,845

　本補助金は、年間１人当たり１万
円弱の少額補助金となっている。
　今後の高齢者施策の推進の中
で、高齢者が安心して暮らしてい
ける在宅生活の支援に重点を置
いた事業展開に予算配分を行っ
ていくため、平成２０年度から廃止
をしていく。

〔効果額〕　　４８４万５千円

　年間収入１３０万円以下のひとり
暮らし高齢者世帯に対し、水道基
本料金の５０%の助成を行ってい
る。

  一人暮らし等の高齢者の生活支
援については、利用者の自立を
促し、簡単な家事援助及び高齢
者の就業機会を作るためシル
バー人材センターの委託を加え
る。

平成２０年度計画
　１０%程度をシルバーに移行
　〔効果額〕　１７万６千円

平成２１年度計画
　２０％程度をシルバーに移行
　〔効果額〕　３５万２千円

平成２２年度計画
　４０％程度をシルバーに移行
　〔効果額〕　７０万５千円

　ヘルパー業務の多くは、掃除と
料理であり、給食サービスの充実
を図り、派遣回数の減を図る。

水道料金等福
祉補助事業の
廃止
(地域福祉課)

42

41

軽度生活援助
事業の見直し
(地域福祉課)

　ひとり暮らし又は高齢者世帯を
対象に、原則週１回のヘルパー
を派遣。
　・利用料は１回２００円。
　・派遣については、介護保険事
業者に委託を行う。
　・委託料は、１回２，０８０円。
　・平成１９年度：月１５０回の派
遣。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

△ 316 △ 316 △ 316

550 1,090 1,090

　介護慰労手当を受けるために
サービスを受けない状況も見ら
れ、虐待の温床となる危険性があ
るため、介護サービスを受けること
が適切と考えることから、平成２０
年度から廃止する。

〔効果額〕
　　平成２０年度　　　５５万円

　　平成２１年度以降　１０９万円

　栄養改善という観点から見ると、
必要に応じ、毎日の配食サービス
が可能な体制を整える必要があ
る。
　そのため、社会福祉協議会を通
じて、障害者の自立を促進するた
めに就業機会の確保を図り、ひと
り暮らしの高齢者等が住み慣れた
地域で安心して暮らせる環境を整
えるため、他の事業を精査し、配
食サ-ビスの充実を図る。

・月２回から週１回の委託事業とす
る。
・１食当たりの単価６５０円（市補助
１５０円）
・利用者負担は、３５０円から５００
円。
（但し、生計中心者の収入金額８０
万円未満については、更に１食あ
たり１５０円を減免とする。）

〔効果額〕　　△３１万６千円

給食サービス事
業の見直し
(地域福祉課)

  地域福祉課では、月２回の委託
事業で実施。
　・受託者は社会福祉協議会が
行う。
　・利用者は、１食３５０円の負担と
なっている。
　・対象者　１１１人（Ｈ１８年度実
績）

（他の取組状況）
　社会福祉協議会で、給食ボラン
ティアグループにより週１回実施
をされている。

44

介護慰労手当
の廃止
(地域福祉課)

　 １年間介護保険を利用してい
ない介護者には、１８万円、月単
位で介護保険を利用していない
場合は、月１万円を手当てとして
支給している。

43

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

867 867 867

1,892 1,892 1,892

　篠山・丹南の2箇所を拠点とし
て、西紀・今田の開設日を縮小
し、人件費を削減するとともに、
ローテーション配置により１人職場
の負担軽減を図る。

アドバイザー人件費等
〔効果額〕　１８９万２千円

　ファミリーサポートセンター嘱託
職員雇用条件に関して市嘱託職
員雇用条件に準じ週３０時間勤務
とし、人件費の削減を図る。

アドバイザー人件費等
〔効果額〕　８６万７千円

46

　平成４年より旧町ごとに４箇所で
実施している。西紀･今田は、職
員１名体制となっており、近年利
用者からの相談内容が多様化し
ており、特に１人職場における職
員への精神的負担が増大してい
る。

<平成１９年度現状>
篠山　職員３名
西紀　職員１名
丹南　職員４名
今田　職員１名

ファミリーサポー
トセンターの見
直し
(こども未来課)

　平成１７年８月１日から社会福祉
協議会へ運営委託し事業を実施
している。
　市嘱託職員が週３０時間の雇用
条件に対し、ファミリーサポートセ
ンター嘱託職員は、週４０時間勤
務であるため、市嘱託職員との雇
用条件の均衡を図る必要がある。

子育てふれあい
センターの見直
し
(こども未来課)

45

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,127 1,127 1,127

1,260 3,654 3,654

　要介護認定の有効期間につい
ては６ヶ月～１２ヶ月（前回の区分
が要介護４，５で変化がない場合
や重度化した場合は２４ヶ月）と定
めている。

要介護認定の
有効期間の見
直し
(医療保険課)

　要介護認定の有効期間は認定
審査会の意見に基づき長く定める
ことができるとなっていることから、
要介護から要支援（逆を含む）を１
２ヶ月、要介護から要介護で前回
と同様の介護度の場合２４ヶ月、
介護度が変わった場合には１８ヶ
月に延長する。
平成２０年１月更新分から実施

○平成２０年度は１５０件の該当者
が見込まれる
〔効果額〕　１２６万円

○平成２１・２２年度は４４０件の該
当者が見込まれる
〔効果額〕　３６５万４千円

篠山市の民間保育園においても3
歳未満児の受け入れ枠の確保が
定着したため、平成２０年度から
廃止する。

〔効果額〕　１１２万７千円

　この事業は、平成５年度より当
時３歳未満児の入所が増加して
いく中で民間保育園に補助金を
交付することによって乳児の入所
を促進する目的で県単独事業と
して実施されてきた。
　しかし、県においては平成１８年
度をもって３歳未満児の受け入れ
枠の確保が定着していることによ
り廃止を行った。
　平成１９年度からは篠山市単独
で要綱を制定し、補助金の交付
を行っている。

保育所３歳未満
児受入対策事
業の廃止
(こども未来課)

48

47

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 8,790 11,720

検討

1,214 1,214 1,214

　母子世帯及び寡婦世帯につい
ては、受給者が６５歳未満まで所
得の状況により医療費の一部助
成を行っているが、兵庫県内にお
いて実施している市町は非常に
少ない。

　平成２１年度の受給者証更新時
(平成２１年６月診療まで)を以て廃
止する。

〔効果額〕
　平成２１年度　　　　８７９万円
　平成２２年度以降　１，１７２万円

　合併以前より旧町ごとに実施し
てきたが、市民に健康や福祉に関
する情報を広く発信するという事
業目的は、広報誌やホームペー
ジの充実をもって達成しうるもので
ある。また、健康福祉まつり参加
者は固定化されており、情報を広
く発信するという事業目的は達成
できていると言えない。
　これらのことから、平成２０年度か
ら廃止する。

〔効果額〕　１２１万４千円

　健康福祉まつり実行委員会を立
ち上げ、福祉・保健の関係課と関
係組織が協力し、年･１回６月に
実施していた。

１．記念講演
２．健康・福祉に関する展示
３．子どもお楽しみコーナー
４．献血コーナー
５．骨髄バンク登録コーナー
６．野外ステージコーナー
７．バザー
８．相談コーナー等

寡婦医療費給
付助成事業の
廃止
(医療保険課)

49

50

健康福祉まつり
の廃止
(健康課)
（医療保険課）

　実施

　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

170 170 170

1,265 1,265 1,265

損害評価会委
員の減員・年間
報酬の見直し
(農林政策課)

委嘱人数を２４名に減員
報酬日額４千円に改定

現行報酬額・・・　２５１万３千円
改正後報酬額・・・　１２４万８千円
　
〔効果額〕　１２６万５千円
　（※収支見通しには算入しない）

　現地の利用状況並びに活動実
績により検討を行い、自治会等と
協議のうえ、管理費用の削減をす
る。

　各施設の実態調査及び活動実
績について確認を実施した結果、
２地区は既に目的を達し、現時点
では整備以前の状況であるため
廃止とする。その他の施設は、上
限を５万円／地区として、規模・管
理状況から１地区５万円、２地区３
万円とする。

２５万円－８万円＝１７万円
　
〔効果額〕　１７万円

　損害評価会委員においては３６
名を委嘱している。

〔報酬額〕
・会長（１名）　 　８万円／年
・副会長（３名）　７万５千円／年
・委員（３２名） 　６万９千円／年

報酬総額・・・・２５１万３千円

　４箇所５地区のキャンプ場等に、
施設管理費として借地料を（H１
９）１地区５万円計２５万円を支出
している。

〔関係施設〕
　・筱見四十八滝キャンプ場
　・小原地内登山道
　・薬師野ヶ原キャンプ場
　・カジカの里

52

林業振興市単
独事業の見直し
-森林浴場等の
維持管理の見
直し-
(農林政策課)

51

　実施

　実施

　実施　実施　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,416 1,416 1,416

680 680 680

　（財）大山振興会の活動拠点とし
て利用されており、他の利用者が
ほとんどない状況であり、体験施
設というより、加工販売施設として
の利用がほとんどである。
　平成２２年度までの指定管理とし
ているが、当該期間を繰り上げ
（財）大山振興会へ譲渡を行う。

指定管理料
〔効果額〕　６８万円

　農政協力委員と共済連絡委員
が同一者であるため、報酬額を一
体化し経費の削減を図る。

〔効果額〕　１４１万６千円
（※収支見通しには算入しない）

　各自治会選出の生産調整等の
推進をしていただく農政協力委
員と農業共済事業会計の各作物
共済加入推進をしていただく共
済連絡員については同一者（２３
１人）となっている。

　平成１８年度より（財）大山振興
会を指定管理者として管理委託
をしている。

53

54

共済連絡員・農
政協力員の一
体化
(農林政策課)

ねんりん館施設
管理の見直し
(農林政策課)

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,250 1,250 1,250

100 100 100

野猿対策協議
負担金の廃止
(農林政策課)

　獣害による被害状況及び対策に
対する協議並びに先進地視察等
をしてきたが、会の運営が形骸化
してきたため、負担金の見直しを
行う。

〔効果額〕　１０万円

平成１９年度実績
（獣害防止柵にかかった鹿の処理
を市猟友会に委託）
　＠２万円×１４０頭＝２８０万円

平成２０年度以降
（鹿の処理費は半額とし、年間委
託料として１５名に委託料支払い）
  ＠１万円×１４０頭＝１４０万円
　＠１万円×１５名＝１５万円

〔効果額〕　２８０万円－１５５万円
　　　　＝１２５万円

　有害鳥獣捕獲報償費を定額単
価で支出している。

　報償費　５８３万５千円（Ｈ１９）
　　（捕獲頭数に応じ計上。）

55

有害鳥獣駆除
対策事業の見
直し
(農林政策課)

56

　丹波地区有害鳥獣駆除対策協
議会負担金を支出してきたが、活
動状況を精査し、負担金の見直
しを検討している。

丹波地区有害鳥獣駆除対策協
議会負担金　　年間　１０万円

　実施

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― ― ―

検討

― ― 2,200

検討 検討

各種イベントの
自主運営

　兵庫県大型観光交流キャン
ペーンが平成２０年１０月から２１
年６月まで、全国ＪＲグループとの
タイアップにより開催され、丹波篠
山の魅力を全国に広報宣伝する
ことにしている。
　このため、ＪＲ福知山支社と密に
連携し、キャンペーンと築城四〇
〇年祭の成功に向けて一体と
なって進めているところである。
　平成２２年度以降については、
観光案内機能など、施設の有効
活用の方法を検討する。

〔効果額〕　２２０万円

　各種イベントの実施主体、役割
分担等の運営方法について、検
討を行う。

○検討の方向性
・地元地域において主体的に実
施いただくもの
・市職員の出役回数の減を行うも
の

　丹波篠山観光協会に運営の委
託を行っている。
　
　委託料　２２０万円

  企画から準備、運営まで市がか
かわっているイベントがほとんどで
ある。
  補助金支出に加え、市職員が
本務として及び使役として従事す
る人件費も大きい。

○主なイベントは
　１．しゃくなげまつり
　２．大国寺と丹波茶まつり
　３．ﾃﾞカンショまつり
　４．味まつり
　５．味覚まつり
　６．城東味まつり
　７．楽市楽座
　８．陶器まつり
　９．菊花展
　１０．春日能・翁
　１１．ＡＢＣマラソン
　１２．車いすマラソン
　
　

58

篠山口観光案
内所の運営の
見直し
(丹波篠山黒ま
め課)

57

　実施

　実施

61



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― ― 500

検討 検討

6,001 28,299 3,800

　必要性・効果等を勘案しなが
ら、道路整備計画及び第３次財
政計画に基づき執行している。

　市の財政状況を精査し、投資的
事業の見直しを行う。

　道路整備計画の見直しにより、
下記３路線の道路改良を休止す
る。
　効果額は、事業費のうち市から
の実質的な支出である一般財源
分を計上している。
　
・大沢味間南線
・大沢新栗栖野線
・油井小野原線

〔効果額〕
　平成２０年度　　　６００万１千円
　平成２１年度　２，８２９万９千円
　平成２２年度　　　３８０万円

60

市道建設事業
の休止
(地域整備課)

59

歴史街道事業
負担金及び推
進協議会負担
金の廃止
(丹波篠山黒ま
め課)

　平成９年度策定の歴史街道事
業プランに基づき一定のハード整
備（道路等）を行った。
　現在の負担金は、主としてスタ
ンプラリーなどの観光ＰＲ事業が
行われている。

　ハード整備事業はすでに完了し
ており、観光ＰＲ事業も効果が薄
いため平成２２年度から協議会を
退会する。

事業負担金　４０万円
推進協議会負担金　１０万円

〔効果額〕　　５０万円

　実施　実施

　実施

62



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

17,000 17,000 54,000

― 6,120 6,370

検討

　あさぎり苑の機能を縮小し、下水
道処理場でし尿等の処理をする。
　また、施設の一部を改築し、乾
燥施設を設置して下水道で発生
した汚泥を乾燥させ、コンポスト
（堆肥）として再利用又は焼却処
分する。

〔効果額〕
平成２０・２１年度・・・汚泥運搬費
用
　　１，７００万円
平成２２年度・・・汚泥運搬、処分
費用
　　５，４００万円

　施設更新を凍結し、配水方法を
変更するとして、佐倉地区に加圧
ポンプ所を設置し投資額を低減
する。

〔効果額〕　６１２万円
　（次年度から６３７万円）
　（※収支見通しには算入しない）

　経年劣化により運転機器の異
常が発生しているため施設更新
を必要としている。

更新予定額２億８００万円
（施工計画年度平成１９・２０年
度）

62

汚水処理方法
の見直し
-汚水処理施設
共同整備事業
の導入-
(下水道課)

　あさぎり苑は、平成７年の建設
後１３年が経過し、設備更新時期
を迎えている。
　また、下水道の普及にともない、
し尿の取扱量が減少している。
　一方、下水道事業においては、
発生する汚泥の処分費が高額で
あり、改善の必要がある。

63

水道施設の統
廃合更新計画
の見直し
（丸山浄水場）
(上水道課)

　実施

　実施

63



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

900 900 900

― 1,670 1,700

検討

　既存侵入防止柵の点検回数を
増やすとともに既存施設の補強に
より安全対策を行い、現計画を凍
結する。

〔効果額〕　９０万円
（※収支見通しには算入しない）

　既存設備の点検修理により能力
維持を図り増設計画を凍結する。

〔効果額〕　１６７万円
　　　（次年度から１７０万円）
　（※収支見通しには算入しない）

　統廃合による停止施設の安全
対策として侵入防止柵９箇所を実
施する。
事業予定額　１，０００万円
（施工計画年度平成１９年度）

65

水道施設の更
新整備計画の
見直し
（村雲浄水場）
(上水道課)

　ろ過設備の能力不足が進行し
ているため予備施設を増設する。

事業予定額　２，２００万円
（施工計画年度平成２０年度）

64

水道施設の統
廃合更新計画
の見直し
（停止施設安全
対策）
(上水道課)

　実施

　実施

64



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

9,434 9,434 9,434

― 740 740

検討

66

67

あさぎり苑に係
る地元自治会負
担金の廃止
(下水道課)

　あさぎり苑建設当時から協定・
覚書により、毎年７４万円を地域
振興経費として地元自治会に負
担してきた。

　個別処理区の合併浄化槽設置
者に対して補助金を上乗せして
交付している。

上乗せ額
１００㎡まで　　１８万円
１５０㎡まで　　２８万９千円
１６０㎡まで　　１８万円
１６０㎡以上　 ５４万１千円

合併浄化槽設
置補助金の見
直し
(下水道課)

　地元自治会との協定が、平成２
０年度で期限が切れる。
　平成１９年度からし尿及び浄化
槽汚泥の前処理のみであり、建設
当時と施設の稼動状況が変化し
ていることから、地元自治会負担
金を廃止する方向で調整を行う。

　〔効果額〕
地元自治会負担金　７４万円

　昭和６３年の事業開始から一定
期間が経過し、並行して進めてき
た下水道整備が完了したこと又、
浄化槽の設置費用が従前より低
価格となってきたことから市の補
助金を国庫補助対象額と同額と
する。

〔効果額〕　９４３万４千円

　実施　実施

　実施

65



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

736 638 628

7,440 7,440 7,440

69

68

　規則改正により、使用期限年数
の延長を行い、効果的な運用を
する。

○活動服（２年更新を平成２０年
度から３年に延長）

○冬制服（５年更新を平成２０年
度から７年に延長）

 〔効果額〕
　平成２０年度　　７３万６千円
　平成２１年度　　６３万８千円
　平成２２年度　　６２万８千円

緊急車両の更
新年の延長
(消防本部)

　消防計画により救急車を７年更
新、消防車両を１５年更新とする。

　消防計画の見直しにより、救急
車を１０年更新、消防車両を２０年
更新とする。

　毎年度平均効果額　７４４万円

被服貸与の使
用年数の見直し
(消防本部)

　被服貸与規則により５年、３年、
２年の耐用年数を規定している。

　実施

　実施

66



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

73 73 73

420 420 420

70

救急講習会用
テキストの有料
化
(消防本部)

71

　小中学校で実施される芸術鑑
賞について、県と市が２分の１ず
つを負担している。

　市負担分については、８４万円
のうち、２分の１の４２万円を支出
している。

県民芸術劇場
の見直し
(学校教育課)

　実施校が特定校に限定されるこ
となどから、県民芸術劇場を活用
しての実施を取りやめる。また、市
費での単独実施もしない。

　〔効果額〕　　４２万円

　救急講習会用のテキストの有料
化を検討する。

〔効果額〕
＠１２５×５９０人＝７万３，７５０円

　救急講習用テキストについて無
料配布している。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

240 240 240

210 210 210

73

社会教育活動
事業の見直し
（社交ダンス教
室）
(篠山公民館)

72

　社交ダンス教室は年間２１回開
催され、そのうち１１回分を社会教
育活動事業として費用の負担を
行っているが、残り１０回は自主的
に開催されている。
　補助金として２１万円を支出。
（講師謝金及び会場使用料等）

生涯学習支援
事業「まなびす
とバンク」講師謝
金の廃止
(社会教育・文化
財課)

　市民の学習ニーズに対応する
ため、積極的に活動できる講師の
登録・紹介を行い、市民の学習活
動の定着を図ってきた。

　趣味的な要素が多いため、平成
２０年度から自主的に取り組んで
いただく。

　〔効果額〕　２１万円

　市民の学習ニーズに対応し、積
極的に活動できる講師の登録・紹
介を行う。
　講師派遣に係る謝金、交通費等
の経費については、学習活動を
行う団体により対応をいただく。

〔効果額〕　　２４万円

　実施

　実施

68



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 1,995 1,995

検討

― 1,960 1,960

検討

74

75

地域づくり推進
事業の見直し
（コミュニティ活
動推進事業）
(城東公民館)

　平成１１年度より篠山・城東・多
紀地区を、平成１２年度より西紀・
丹南・今田地区を実施した。
　地域の課題解決のために、地
域の特性を活かした諸活動に取
り組む校区に対して経費の一部
を補助し支援してきた。
　＠１０万５千円×１９校区
　　　　　　　＝１９９万５千円

地域づくり推進
事業の見直し
（小地域活性化
推進事業）
(城東公民館)

　篠山市内に２６１の自治会があ
り、平成１９年度で実施済み自治
会が２２６である。残りの３５自治会
を平成２０年度にすべて実施した
場合、平成２０年度で事業が終了
する。平成２１年度から事業を廃
止する。

〔効果額〕　１９６万円

　平成１１年度から、各自治会組
織での地域づくりを推進すること
を目的とし、自治会に対して経費
の一部を補助してきた。

平成２０年度実施予定
＠５万６千円×３５自治会
　　　＝１９６万円

　当初から１０年計画で平成２０年
度が最終年となるため、平成２１年
度から事業を廃止する。
　※各地域で「まちづくり協議会」
がコミュニティ活動推進事業と類
似する県民交流広場事業に取り
組んでいる。

　〔効果額〕　１９９万５千円

　実施

　実施

69



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

1,162 1,162 1,162

35 35 35

　市役所内の他部局（こども未来
課、子育てふれあいセンター等）
において、同様な講演会等を開
催しているため廃止する。

　講習会費用
　〔効果額〕　３万５千円

　各地区とも、芸術文化の振興に
寄与することを目的に「文化の祭
典」実行委員会を立ち上げ、展示
発表・芸能発表を行い、一年間の
成果を発表している。
　市からの委託料等で活動が行
われている。

76

文化の祭典実
行委員会委託
料の見直し
(多紀公民館)

77

　子育ての環境づくり、多様化す
るこころの悩みについて共通理解
するため講演会を開催している。

　各実行委員会に委託している金
額について、下記のとおり均等化
を図る。

文化の祭典実行委員会委託料
　　２６６万２千円（平成１９年度予
算）

篠山　３０万円 ⇒　２５万円
城東　３０万円 ⇒　２５万円
多紀　３０万円 ⇒　２５万円
西紀　６３万円 ⇒  ２５万円
四季　７０万２千円 ⇒  ２５万円
今田　６３万円 ⇒　２５万円
計　２６６万２千円 ⇒  １５０万円
 
〔効果額〕　　１１６万２千円

メンタルヘルス
講演会の廃止
(西紀公民館)

　実施

　実施

70



（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

249 249 249

161 161 161

　市民の文化の向上と青少年が
自然や言葉にふれ、人との出会
いや、地域の方々とふれあいなが
ら、俳句に親しむ事業を実施して
いる。

事業費　　１６万１千円

　それぞれの講座を見直し、自主
的な事業として取り組んでいただ
く。

〔効果額〕　２４万９千円

　自主的に事業に取り組んでいた
だく。

〔効果額〕　１６万１千円

79

俳句にチャレン
ジ事業の見直し
(四季の森生涯
学習センター)

食アラカルト・お
とこの料理講座
事業の見直し
(四季の森生涯
学習センター)

　食文化センターで男性を対象
にし、より高度な食スペシャリスト
講座を実施してきた。

料理講座事業費用　２４万９千円

78

　実施

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

35 35 35

― ― ―

81

公共施設の水
道メーター口径
の見直し
-健康増進セン
ター-
(今田公民館)

　現行５０㍉メーターでの基本料
金は、基本水量３５㎥で月額２万
１５４円である。
　現在の月平均使用量は３㎥で
あり、年間２４万１，８４８円を支
払っている。

　水道使用量、及び水道設備の
状況から５０㍉メーターを２５㍉
メーターに変更する。

  地域の食材にこだわったメ
ニュー開発に努める。自己負担を
増額し講師料にあて、平成２０年
度から予算は１９万円に削減して
いく。

〔効果額〕
　　２２万５千円-１９万円
　　　　　　　　　=３万５千円

郷土味学講座
事業の見直し
(四季の森生涯
学習センター)

  食文化センターを利用し、地元
食材の活用などを実施しながら新
メニュー等の研究を実施してき
た。
  平成１９年度予算　２２万５千円

80

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

8 8 8

822 1,569 1,569

　衛星放送受信をカラー契約受
信に変更し削減を図る。

カラー契約料金
　　　１万４，９１０円／年
　

　〔効果額〕　　８千円

83

  平成１４年度より、市民のＩＴ推進
教育のため、ＩＴサロンとＩＴ講習会
を行ってきた。
  ＩＴ講習については、平成18年
度より取りやめ、ＩＴサロンについ
ては、平成１７年度より（株）プロビ
スささやまに業務委託している。

公共施設のテレ
ビ受信契約の見
直し
(今田公民館)

情報化推進事
業の見直し
(視聴覚ライブラ
リー)

　 ＩＴサロン事業について、平成２
０年度から業務委託をやめ、ＩＴイ
ンストラクター（非常嘱託員）を雇
用し運営する。また、開催日を週６
日から週５日、開催時間を５時間
から３時間に縮小し、経費節減に
努める。
 
  平成１９年度　１５６万９千円
　平成２０年度　　７４万７千円
　〔効果額〕　　８２万２千円

　平成２１年度以降、ＩＴインストラ
クターについては、ボランティアを
公募し、その状況に応じた体制
で、ＩＴサロンを運営する。設置場
所については現状の中央図書館
内に置く。

82

　NHK衛星受信契約により、
年間２万３，１２０円を支出してい
る。

　実施

　実施

　実施　実施　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

― 10 10

検討

― ― ―

84

近畿地区公立
文化施設協議
会の脱退
(たんば田園交
響ホール)

　近畿地区公立文化施設協議会
負担金として、年間１万円を納入
している。

　平成２１年度から、近畿地区公
立文化施設協議会を脱退する。

〔効果額〕　１万円

85

兵庫県の新行
革プランの実施
にともなう事務
事業等の見直し

　兵庫県が平成２０年度から取り
組む「新行財政構造改革推進方
策（新行革プラン）」が策定され行
財政改革が推進されている。

　兵庫県の事務事業の見直しによ
り、事業が廃止されたり、補助基
準等が変更されるものについて
は、市も県の見直し内容に合わせ
て、事業の廃止や補助基準の見
直しを行う。

　実施

　実施
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（４）事務事業の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)
実施年度実施内容

23 46 46

184,152 250,525 270,421合　　計

86

議長交際費支
出基準の見直し

　議長交際費については、必要
最低限の支出に押さえて、減額
に取り組んでいる。

　交際費支出基準を見直し、慶弔
費の支出基準を見直し、原則本
人のみとする。

〔効果額〕
　平成２０年度　　　 ２万３千円
　平成２１・２２年度　４万６千円

　実施
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（５）補助金・負担金の見直し（１項目） 
（頁）  

     １．補助金・負担金の見直し ················································76 



（５）補助金・負担金の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

21,651 60,971 64,315

21,651 60,971 64,315

実施年度

　市が団体等に支出している補助
金は、現在２５１件ある。
以下の５種類に分類される。
１．団体の主に人件費等への補
助
２．団体運営への補助
３．イベントへの補助
４．事業への補助
５．その他補助

【平成２０年度】
　補助をすることが適当でないと
判断されるもの、事業効果が薄い
と判断されるものについて見直し
を行った。
 
〔効果額〕　２，１６５万１，００８円
①
　
【平成２１年度】
　すべての補助金について、申請
をいただき、審査・査定を行う。
　支部があるものについては、必
要性を見極め、一本化を図る。
　人件費に対する補助について
は、職員給与の削減に合わせ、減
額する。
　人件費以外に対する補助につ
いては、１０％削減を基本とする。

〔効果額〕　３，９３２万７１０円　②
　
　まちづくり協議会への一括交付
や、統合が可能な補助金につい
ても検討を行う。

【平成２２年度】
　全補助金について、補助金・委
託金・負担金の区分を行い、補助
金区分に分類されたすべての補
助金について審査・査定を行う。

〔効果額〕　３３４万３，９００円　③
　※既に平成２２年度からの削減・
廃止が決定しているもの

①＋②＋③＝６，４３１万５，６１８
円

※各補助金の平成２１年度予定
額については、別に記載（参考資
料）。

人件費を除く効果額(千円)

合　　　計

no 取組項目名 現状

1

補助金・負担金
の見直し

実施内容

　実施
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（６）自主財源の確保（１５項目） 
    （頁）    

      １．市税の徴収率の向上（現年課税分） ······························ 77 
      ２．市税の徴収率の向上（滞納繰越分） ······························ 77 
      ３．介護保険料の徴収率の向上 ·········································· 78 
     ４．国保税の徴収率の向上 ················································ 78 
      ５．市営住宅家賃の徴収率の向上 ······································· 79 
      ６．水道料金の徴収率の向上 ············································· 79 
      ７．手数料の一部改定 ······················································ 80 
      ８．直接搬入ごみ手数料の改定 ·········································· 81 
      ９．指定工事店登録手数料の設定 ······································· 82 
      １０．自動販売機（飲料水）の売上げ手数料の導入 ··············· 82 
      １１．スポーツセンター使用料の改定 ································· 83 
      １２．旧丹南支所跡地の売却 ············································· 83 
      １３．未利用財産の有効活用 ············································· 84 
      １４．ごみ選別委託業務の見直し-古紙類の処分の見直し- ······· 84 
      １５．広告料の確保 ························································· 85 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

H１９ H２０ H２１ H２２
市民税 98.3 98.4 98.5 98.6
固定税 97.8 97.9 98.0 98.1
軽自税 98.3 98.4 98.5 98.6

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
市民税 26.7 28.1 30.1 30.3
固定税 22.7 23.7 25.6 27.5
軽自税 23.8 25.3 27.1 28.9

市税の徴収率
の向上
（滞納繰越分）
(収納対策課)

※Ｈ１９は実績

（※収支見通しには算入しな
い）

※Ｈ１９は実績

篠山市発足以降最高の徴収
率
９８．８％（平成１１年）
平成１９年度調定額
５８億２，０５４万円×０．１%
=５８２万円

現年課税分の徴収率の向上
　平成１８年度徴収率９８．１％
　平成１９年度以降徴収率９８．
２％

地方税徴収率目標値(現年)
　　　　　　　　　　　　　　(単位:%)

　滞納繰越分の徴収率の向上
　平成１８年度徴収率　２０．４％
　平成１９年度以降徴収率　２２．
０％

地方税徴収率目標値(滞繰)
　　　　　　　　　　　　　　　(単位:%)

―

実施年度

過年度分
(9,915)

― ―

過年度分
（15,762)

過年度分
(19,909)

no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

　税源移譲により、今後個人市民
税の滞納の大幅な増加が見込ま
れる中で、収入未済額の縮減と収
納率の向上を図るためには、担当
職員の徴収努力が欠かせないこと
は当然であるが、それには徴収業
務に精通した職員の育成と、より
強力な組織体制を構築していく必
要がある。

　累積滞納者の固定化により、滞
納繰越分徴収率も低下の一途に
ある。
　さらに税源移譲により、個人市民
税の累積滞納の大幅な増加が懸
念されるため、早期の滞納整理と
徴収率向上への取り組みのため、
収納対策課、税務課が連携し、強
力な徴収体制を構築していく必要
がある。

1

市税の徴収率
の向上
（現年課税分）
(税務課)

2

　実施

　実施　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
現年 99.1 99.3 99.4 99.5
過年 17.3 18.0 19.0 20.0

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
現年 93.7 94.5 94.8 95.0
過年 14.1 18.3 18.5 18.7

　平成１６年度以降、現年収納率
は、横ばい状態であり、９３％台を
推移している。
　また、滞納繰越分は、毎年度繰
越分が増加することに伴い、収納
率は、平成１８年度実績では１８．
０７％となっており、平成１８年度実
施計画の数値（現年度９４．３１％
滞納繰越分２２．３８％）を達成して
いない状況である。
　平成１９年度には、篠山市国民
健康保険税収納対策緊急プラン
を策定し、収納率目標を現年度９
４％滞納繰越分２０％と設定し、同
プランに基づき国保税徴収計画を
作成し、収納率向上に向けて効
率的かつ効果的な対策に取り組
んでいる。

過年度分
（21,660)

※Ｈ１９は実績

過年度分
（990)

  公平性の観点から、徴収率向上
を目指す。係員３名では訪問徴収
等十分な活動が行いにくいことか
ら、市全体としての滞納者対策へ
の取り組みや課及び部においての
横断的な訪問徴収等の取り組みを
行う。

介護保険料徴収率目標値(現年・
過年度分)
　　　　　　　　　　　　　　(単位:%)

※Ｈ１９は実績

（※収支見通しには算入しな
い）

 現年分及び過年度分標値は
前年実績に０．２％増とする。

（※収支見通しには算入しな
い）

 １期納付額の軽減を図るため、納
期を４期から８期に拡充した。
　徴収強化月間を年４回定め、４・
１０・１２・２月に部内職員による８班
体制で夜間徴収訪問・電話催告を
実施。
　口座振替率の向上の為、納税通
知書送付時に口座振替依頼書を
同封した。
　滞納繰越分については、文書催
告・財産調査を実施し、納税意欲
のない悪質滞納者等については、
滞納処分を実施する。
［国保税収納率目標値］　（現年・
過年度分）　　　　　　　　(単位:%)

過年度分
(22,318)

過年度分
(16,731)

過年度分
(1,102)

過年度分
(471)

3

介護保険料の
徴収率の向上
(医療保険課)

4

　介護保険事業運営をしていく上
で第１号被保険者保険料は財源
の１９％を占めている。しかしなが
ら普通徴収の徴収率は年々低下
しており、平成１８年度決算では、
９３．９８％と前年より２．３７％低下
している。
　督促状・催告書の送付、広報活
動、訪問徴収等に取組んでいる
が、普通徴収対象者は年間年金
額が１８万円未満もしくは、無年金
者で昨今の経済情勢の低迷、年
金額の減少、医療負担の増加な
どにより納付を困難にさせている。

国保税の徴収
率の向上
(医療保険課)

　実施

　実施

　実施

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
現年 93.7 96.5 97.0 97.5
過年 6.0 10.0 10.5 11.0

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
現年
（５月末）

99.3 99.4 99.4 99.4

過年
（３月末）

65.7 65.9 65.9 65.9

6

5

市営住宅家賃
の徴収率の向
上
(地域整備課)

水道料金の徴
収率の向上
(上水道課)

　平成１５年度から訪問徴収等一
部収納業務を民間委託したことに
より、徴収率は委託前の９６．６５％
に対し平成１５年度では９６．７
５％、平成１６年度では９７．３
３％、平成１７年度では９７．４５％
と一定の成果を得ていたが、平成
１８年度においては、料金改定並
びに下水道使用料の徴収業務受
託に伴う上下水道料金の徴収方
法を一括徴収に変更したことなど
の影響から徴収率は、９６．４７％
に低下した。（４月末の納期限到
来分までの徴収率）
　また、未納者の早期対策として
毎月１００件程度の給水停止処分
事前通知を送付し、納付相談及
び強制閉栓を実施しているが、対
象者が固定化し、事務負担と経費
に対し効果が少ない状況である。

　H１８年度末 ４，０１３万５，２６４
円の過年度滞納家賃がある。

過年度分
(3,000)

過年度分
(2,600)

　徴収業務委託業者と情報や対
応についての連絡を密にし、未納
者における個々の状況に応じた対
策に取組み、長期未納防止に努
める。
　平成２１年４月から水道窓口業務
の一本化としてお客様センター
（仮称）を庁舎内に設置し、窓口
サービスを充実させる中で、より効
率的な徴収業務を行い徴収率の
向上を目指す。

水道使用料徴収率目標値(現年・
過年度分)
                    　　　　(単位:%)

※Ｈ１９見込み（５月末徴収
率）

（※収支見通しには算入しな
い）

　滞納家賃について「納付誓約書
（納付計画）」の提出を求め、確実
な回収計画の樹立を図る。

住宅使用料徴収率目標値(現年・
過年度分)
　　　　　　　　　　　　　(単位:%)

過年度分
(3,000)

※Ｈ１９は実績

（※収支見通しには算入しな
い）

過年度分
（590)

過年度分
（604)

過年度分
（116)

　実施

　実施

　実施

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

― 2,844 2,844

検討

7

手数料の一部
改定

　篠山市手数料徴収条例第２条
第１項第１８号～３３号、３５号、３６
号、３７号の規定による手数料

１．納税証明手数料
２．課税証明手数料
３．土地、家屋、償却資産に関す
る証明手数料
４．市税資料に基づく証明手数料
５．印鑑登録証明手数料
６．地縁による団体の告示した事
項に関する証明手数料又は印鑑
登録証明手数料
７．住民票に記載した事項に関す
る証明手数料
８．身分証明手数料
９．埋火葬証明手数料
１０．被害証明手数料
１１．非農地証明手数料
１２．漂流物、沈没品保管証明手
数料
１３．登録原票記載事項証明手数
料
１４．住民票の写しの交付又は除
かれた住民票の写しの交付手数
料
１５．戸籍の附票の写しの交付又
は除かれた戸籍の附票の写しの
交付手数料
１６．印鑑登録証交付手数料
１７．印鑑登録証再交付手数料
１８．公募、図面等の公文書の閲
覧手数料

以上の証明・交付手数料は２５０
円となっている。

　左記手数料について、２５０円を
３００円に改定する。

税務証明手数料
　　　　　　５２万８千円

戸籍住民票等交付手数料
　　　　　　２３１万６千円

〔効果額〕
５２万８千円＋２３１万６千円
　　　　＝２８４万４千円

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

- 20,026 20,026

検討

直接搬入ごみ手
数料の改定
(清掃センター)

　直接搬入のごみ手数料につい
て、一律、家庭系＠７５円／１０ｋ
ｇ、事業系＠１５０円／１０kgの処
理費を徴収している。

<平成１９年度実績>
　　家庭系　１９６万１千kg
　　　　　　（１，１６６万３，２２５円）
　　事業系　６３９万１千kg
　　　　　　（１億４８２万３，２００円）

　廃棄物処理費用は、環境基準の
変更等により年々増加し、施設の
経年劣化と共に焼却設備及びリサ
イクル施設の維持管理費用が増
加しており、近隣市の処理費用を
参考に家庭系廃棄物及び事業系
産業廃棄物の処理費用を見直
す。

○家庭系直接搬入廃棄物
７５円を９０円に改正
〔効果額〕　２９４万１千円
　
○事業系一般廃棄物
１５０円を据置
　
○事業系産業廃棄物（動植物性
残渣）
１５０円／１０kgを２００円／１０kgに
改正
〔効果額〕　４００万５千円

○事業系産業廃棄物（廃プラス
チック類）及び医療系感染廃棄物
１５０円を２５０円に改正
〔効果額〕　１，３０８万円

〔効果額計〕　２，００２万６千円

【近隣他市の一般廃棄物処理費
用参考】
西脇市：
　　事業、家庭系　８０円／１０㎏
丹波市：
　　事業、家庭系　１５０円／１０㎏
三田市：
　　事業、家庭系　９０円／１０㎏
南丹市：
　　事業、家庭系　１５０円／１０㎏

【他府県の産業廃棄物処理費用
参考】
産業廃棄物処理　動植物性　300
円～400円　　廃プラスチック類400
円～660円

8

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

― 3,465 180

検討

132 132 132

10

自動販売機（飲
料水）の売上げ
手数料の導入
(管財契約課)

9

指定工事店登
録手数料の設
定
(下水道課)

　排水設備の工事は、指定工事
店が行うこととなっており、下水道
指定工事店の登録をしているが
登録手数料は徴していない。

　本庁及び第２庁舎に設置いてい
る自動販売機（飲料水）設置業者
から売上げ手数料５％の徴収を行
う。

　〔効果額〕　１３万２千円

　工事店及び責任技術者登録手
数料を新設する。

指名業者登録、水道工事業者登
録手数料と併せて検討が必要。

新規　工事店・・・・・２万円
　　　　責任技術者・１万円
更新　工事店・・・・・１万円
　　　　責任技術者・５千円

〔効果額〕
　平成２１年度　３４６万５千円
　平成２２年度　　１８万円

　現在、本庁舎及び第２庁舎に設
置している自動販売機（飲料水）
について、設置業者から清涼飲料
水は月額５千円（３台）、牛乳月額
２，５００円（１台）の設置料を徴収
している。
（平成２０年度から災害対応型自
動販売機３台追加）

　実施

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

1,900 1,900 1,900

(250,000) (―) (―)

旧丹南支所跡
地の売却
(企画課)

11

スポーツセン
ター使用料の改
定
(篠山公民館)

　「篠山市立篠山総合スポーツセ
ンター条例」の制定にあわせ、使
用料の改定を行った。（平成２０年
４月１日施行）

　体育館や武道場などの使用料
金の改定するほか、冷暖房料金を
新たに定めた。

12

　跡地活用案もまとめられている
が、取り巻く状況にも変化が生じて
いるため、定住人口増加と、売却
益を得るため、住宅開発等を推進
する。

売却予定面積約１．２ｈａ
売却予定金額　　　２億5千万円

（※収支見通しには算入しない）

　平成１６年に丹南支所が移転し
て以降、一等地にありながら遊休
土地として利活用がなされていな
い。

　「篠山市公の施設使用料条例」
に基づき施設使用料を徴収して
いる。

　実施

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

(250,000) (40,000) (40,000)

750 750 750

13

未利用財産の
有効活用
(管財契約課)

　平成２０年度において、売却価
格を見直し、入札にかけ売却を図
る。
　また、他の普通財産についても
随時処分又は貸し付ける。
　平成２１年度以降においても、平
成２０年度と同様に、売却にむけた
条件が整い次第売却を図る。
①及び④は売買契約済（２，００１
万７千円）

（※収支見通しには算入しない）

　平成２０年度売却可能箇所
①大沢一丁目（篠山口駅西区画
整理）
雑種地　３９５．６㎡
②大沢一丁目（篠山口駅西区画
整理）
雑種地　３９４．９２㎡
③池上字西垣内ノ坪
雑種地　８５９㎡
④今田町下小野原字北山（旧駐
在所）
宅地　１８２㎡
⑤東岡屋字桶屋下（旧警察署）
宅地　３３０６．４１㎡
⑥草ノ上字宮ノ下（旧篠山川河川
敷）
雑種地　２９２２㎡
⑦西岡屋字北浦ノ坪
宅地　１８３．２１㎡
⑧西岡屋字北浦ノ坪
宅地　１８３．４２㎡
⑨東岡屋字奥谷ノ坪（旧県住跡
地）
宅地　３２２３．１１㎡

14

　平成２０年度については、１９年
度の経過を踏まえ、古紙の引取価
格（リサイクル料）について見直し
をしたところ、３円の価格よりも高く
売れると見込まれたため、入札に
よる委託業者の決定（契約）でリサ
イクル料を下記に決定し実施して
いる。
　
　平成２０年度の古紙リサイクル料
　・雑誌　　　　　　＠１５．７５円／㎏
　・新聞　　　　　　＠１８．９０円／㎏
　・ダンボール　　＠１２．６０円／㎏

【平成19年度】
　古紙類　＠３円／㎏×１５万kg
　　　　　　　＝４５万円
【見直し後】
　古紙類　＠８円／㎏×１５万kg
　　　　　　　＝１２０万円

　１２０万円－４５万円
　　　　＝７５万円　（収益分）

ごみ選別委託業
務の見直し
-古紙類の処分
の見直し-
(清掃センター)

　平成１８年度までは、ごみ資源化
物処理委託業務の中で、古紙類
（雑誌・新聞・ダンボール）につい
ては、市（清掃センター）が処理料
（リサイクル料）を支払って引き
取ってもらっていた。
　ところが１９年度になって、市場
価格（古紙の値段）が値上がりとな
り、３円／ｋｇで売却できることに
なったため、従前からの処理業者
に売却してもらう契約を結んでき
た。

　実施

　実施
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（６）　自主財源の確保

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

実施年度no 取組項目名 現状

人件費を除く効果額(千円)

実施内容

― ― ―

2,782 29,117 25,832

　市全体の広告事業に対する取
扱基準等を整備し、市の広報誌、
各種封筒、コミュニティバスなど実
現可能なものから検討を行う。

合　　　計

15

広告料の確保
（行政経営課）

　平成１８年度から市のホーム
ページにバナー広告を掲載して
いる。

　平成１９年度　広告料収入
　　　　　　　　　　　１９０万円

　実施
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（７）組織・機構の見直し（１項目） 
（頁）   
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（７）組織・機構の見直し

Ｈ２０年度 H２１年度 H２２年度

－ － －

0 0 0合　　　計

no 取組項目名 現状

1

組織・機構の見
直し

実施内容 実施年度

・平成１９年度の市長部局組織
　９部３５課６１係

・平成１９年度の管理職員数（全
職員に占める管理職員の割合）
　１２５名（２２％）

  限られた財源・人員の中で多様
な市民ニーズに対応できる柔軟な
組織づくりに向けて、組織機構を
見直す。

〔平成２０年度〕
　組織編成にあたっては、「部・
課・係の統合再編」「組織のフラッ
ト化」及び「プロジェクトチーム方式
の積極的な活用」等の観点から改
革、見直しを行う。
・平成２０年度の市長部局組織
　６部３４課４８係
・平成２０年度の管理職員数（全
職員に占める管理職員の割合）
　９８名（１９％）

〔平成２１年度以降〕
　職員数の定員適正化により、更
なる職員数の削減を行い、組織・
機構においても、業務改善、民間
委託、指定管理制度の活用等に
より抜本的な改革を行う。

人件費を除く効果額(千円)

　実施
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【参考資料】 
 

 

１．補助金・負担金見直し一覧（平成２１年度予定額） 

 

２．部門別職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

補助金・負担金 

見直し一覧 
 

（平成２１年度予定額） 
 

 

 



（単位：円）

1 生ゴミ処理機補助金 1,080,000 0 △ 1,080,000 効果額対象外（再生計画）
2 篠山牛活性化対策事業補助金 175,000 0 △ 175,000
3 農協オペレーター協議会補助金 76,000 0 △ 76,000
4 地域産業活性化協議会設立助成金 300,000 0 △ 300,000
5 ダム湖畔さくら復活事業（土地改良事業補助金） 50,000 0 △ 50,000
6 青山デカンショ実行委員会補助金 1,500,000 0 △ 1,500,000
7 まちづくり通信事業補助金（中心市街地活性化） 300,000 0 △ 300,000
8 コミュニティ活動推進事業補助金 1,995,000 0 △ 1,995,000
9 小地域活性化事業補助金 1,960,000 0 △ 1,960,000
10 体育指導委員会補助金 50,000 0 △ 50,000

△ 6,406,000 （効果額対象外除く）

（単位：円）

1 篠山市人権・同和教育研究協議会補助金（職員人件費等） 27,233,000 8,697,000 △ 18,536,000
2 篠山市社会福祉協議会補助金（職員人件費） 58,475,970 56,686,000 △ 1,789,970
3 農作業受委託組織助成金（職員人件費） 5,809,000 5,228,100 △ 580,900
4 篠山市森林組合補助金（職員人件費） 3,000,000 2,700,000 △ 300,000
5 篠山市土地改良連合協議会補助金（職員人件費） 12,030,000 10,980,000 △ 1,050,000
6 商工会経営改善普及事業補助金（職員人件費等） 28,780,000 27,434,000 △ 1,346,000

△ 23,602,870

（単位：円）

1 県立篠山産業高等学校振興会負担金 1,000,000 900,000 △ 100,000
2 資源ゴミ集団回収活動奨励金 7,835,000 4,200,000 △ 3,635,000 効果額対象外（再生計画）
3 地域環境整備事業補助金 1,300,000 1,000,000 △ 300,000
4 篠山市姉妹都市委員会補助金 2,300,000 2,070,000 △ 230,000
5 篠山市防犯協会補助金 3,375,000 2,670,000 △ 705,000
6 篠山市保健衛生推進協議会補助金 1,250,000 1,125,000 △ 125,000
7 全国車いすマラソン大会補助金 546,000 491,400 △ 54,600
8 私立保育所特別運営費補助金 616,000 521,880 △ 94,120
9 ボランタリー活動支援事業補助金 750,000 675,000 △ 75,000
10 集落等福祉活動補助金 728,000 655,200 △ 72,800
11 身体障害者福祉協議会補助金 900,000 810,000 △ 90,000
12 民生児童委員協議会活動費補助金 2,830,800 2,451,200 △ 379,600
13 民生児童委員協議会費用弁償補助金 1,571,600 850,800 △ 720,800
14 老人クラブ補助金 7,839,200 6,434,000 △ 1,405,200
15 十市一郡戦没者追悼式補助金 300,000 250,000 △ 50,000
16 篠山市保護司会補助金 450,000 405,000 △ 45,000
17 篠山市歯科医師会補助金 950,000 855,000 △ 95,000
18 篠山市医師会補助金 3,400,000 3,060,000 △ 340,000
19 篠山婦人共励会補助金 200,000 150,000 △ 50,000
20 篠山市農業生産組合協議会補助金 72,000 48,000 △ 24,000

小計

（３）１０％以上の減額を行う補助金
　補助金の中身を精査した上で、平成２１年度において１０％以上の減額とする。

平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

補　助　金　の　名　称 備考

ＮＯ

ＮＯ
差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

（２）人件費を含む減額を行う補助金
　人件費補助の減額については、市正規職員給料と同一の減額率を用いて減額とするが、更に減額が可能な補助金に
ついては１０％を上限に減額とする。但し、臨時職員給料については、市と同様に減額しない。
　また、篠山市人権・同和教育研究協議会補助金については、平成２１年度より組織体制及び事業内容について大幅な
見直しを要請することによる減額である。

備考補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

小計

平成21年度
予定額

備考

（１）廃止する補助金
　平成２１年度において補助金を廃止する。

ＮＯ 補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

1



（単位：円）

21 認定農業者連絡協議会補助金 150,000 135,000 △ 15,000
22 畜産部会補助金 140,000 126,000 △ 14,000
23 緑の少年団育成事業補助金 154,000 138,600 △ 15,400
24 篠山市農作物品評会補助金 500,000 450,000 △ 50,000
25 丹波篠山黒枝豆「販売解禁イベント」実行委員会補助金 150,000 135,000 △ 15,000
26 商工会地域総合振興事業補助金 4,500,000 4,090,000 △ 410,000
27 新規学卒就職者合同研修事業補助金 1,600,000 1,400,000 △ 200,000
28 人材育成支援事業・新連携支援事業補助金（地域産業振興事業） 1,500,000 1,350,000 △ 150,000
29 篠山市職業訓練協議会補助金 2,340,000 2,106,000 △ 234,000
30 いのししまつり補助金 671,000 603,900 △ 67,100
31 味覚フェア楽市楽座実行委員会補助金 900,000 810,000 △ 90,000
32 大国寺と丹波茶まつり補助金 1,927,000 1,734,300 △ 192,700
33 丹波篠山味まつり実行委員会補助金 2,606,000 2,345,000 △ 261,000
34 丹波焼陶器まつりと物産市補助金 4,000,000 3,600,000 △ 400,000
35 味覚まつり実行委員会補助金 1,800,000 1,600,000 △ 200,000
36 さくらまつり補助金 135,000 121,500 △ 13,500
37 デカンショ節保存会補助金 36,000 32,400 △ 3,600
38 川代ダム野鳥愛護協会補助金 154,000 138,600 △ 15,400
39 ディスカバーささやまグループ補助金 100,000 90,000 △ 10,000
40 シャクナゲを育てる会補助金 100,000 90,000 △ 10,000
41 たんなん樽太鼓補助金 200,000 180,000 △ 20,000
42 金山公園整備推進会議補助金 126,000 50,000 △ 76,000
43 白髪岳登山道整備推進会議補助金 144,000 100,000 △ 44,000
44 多紀連山整備促進協議会補助金

45 多紀連山山開き補助金

46 里づくり推進補助金 315,000 210,000 △ 105,000
47 篠山市ホッケー協会補助金 200,000 100,000 △ 100,000
48 ジュニアホッケークラブ補助金 100,000 50,000 △ 50,000
49 青少年健全育成推進連絡協議会補助金 745,000 596,000 △ 149,000
50 篠山市体育協会補助金 3,793,000 3,413,700 △ 379,300
51 篠山市陸上競技協会補助金 238,000 214,200 △ 23,800
52 篠山市中年婦人会補助金 290,000 261,000 △ 29,000
53 西紀地区婦人会補助金 64,000 57,600 △ 6,400

△ 8,410,320 (効果額対象外除く）

（単位：円）

1 篠山市自治会長会補助金 520,000 520,000 0
2 自治会長会校区補助金 3,814,000 3,814,000 0
3 シルバー人材センター補助金 13,240,000 13,240,000 0
4 傷痍軍人会補助金 42,000 42,000 0
5 ボランティア活動事業費補助金 400,000 400,000 0
6 丹波篠山観光協会補助金 3,200,000 3,082,500 △ 117,500
7 ささやま桜協会補助金 860,000 846,000 △ 14,000
8 古市義士祭実行委員会補助金 175,000 172,800 △ 2,200
9 丹波篠山太鼓補助金 180,000 180,000 0
10 丹南音頭保存会補助金 50,000 50,000 0
11 西紀音頭保存会補助金 50,000 50,000 0
12 サギソウ保存会補助金 200,000 200,000 0
13 滝まつり補助金 130,000 130,000 0
14 シャクナゲまつり補助金 897,000 897,000 0
15 にしきふるさとまつり実行委員会補助金 900,000 900,000 0
16 今田元旦マラソン補助金 250,000 250,000 0
17 文化協会補助金 758,000 758,000 0
18 青少年芸術文化補助金(篠山少年少女合唱団補助金) 200,000 200,000 0
19 篠山市青年団補助金 72,000 70,000 △ 2,000

△ 135,700小計

小計

補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

ＮＯ
差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

備考

平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

ＮＯ

405,000 300,000

（４）平成２０年度補助金において見直し済みの補助金
　平成２０年度補助金において、既に１０％以上の減額を行っているため、平成２１年度補助金においては減額を行わな
い。

No.43の10％減額不足分
40,000円をNo.44で調整

補助金の統合

補　助　金　の　名　称

△ 105,000

備考

2



（単位：円）

1 多紀有線放送協会補助金（多紀支所） 900,000 900,000 0
2 城東味まつり補助金 150,000 150,000 0
3 こうのとりの会補助金 90,000 90,000 0
4 敬老会実行委員会補助金 16,583,000 15,000,000 △ 1,583,000
5 ＡＢＣマラソン大会補助金 2,000,000 2,000,000 0
6 弥十郎ケ嶽山開き補助金 33,000 33,000 0
7 デカンショ祭振興会補助金 6,128,000 6,128,000 0
8 篠山能実行委員会補助金 1,500,000 1,500,000 0
9 丹波杜氏組合補助金 100,000 100,000 0
10 青少年補導員連絡協議会活動補助金 120,000 370,000 250,000 増額は防犯協会補助金からの組替
11 篠山城武道大会補助金 182,000 182,000 0
12 県高校駅伝大会補助金 1,500,000 1,500,000 0
13 スポーツクラブ２１ひょうご補助金 50,000 50,000 0
14 オペレータークラブ活動助成金(四季の森） 300,000 300,000 0
15 オペレーターチーム活動助成金(交響) 300,000 300,000 0
16 市民ミュージカル補助金(隔年事業） 0 2,100,000 2,100,000 隔年事業、効果額対象外

△ 1,333,000 （効果額対象外除く）

（単位：円）

1 遺族会補助金 320,000 300,000 △ 20,000
2 篠山市更生保護婦人会補助金 100,000 100,000 0
3 手をつなぐ育成会助成金 250,000 250,000 0
4 知的障害者地域生活援護事業補助金 1,109,500 875,000 △ 234,500 ※
5 知的障害者自立訓練ホーム事業補助金 1,554,000 1,554,000 0
6 心身障害者小規模通所援護事業補助金　つづみの里 4,923,280 5,698,080 774,800 ※
7 心身障害者小規模通所援護事業補助金　陽だまり 5,698,080 5,698,080 0
8 心身障害者小規模通所援護事業補助金　WANT 5,264,380 5,698,080 433,700 ※
9 心身障害者小規模通所援護事業補助金　みらい 5,698,080 5,698,080 0
10 グループホーム等新規開設サポート事業補助金 599,000 599,000 0
11 ファミリーサポートセンター事業運営促進補助金 48,000 48,000 0
12 障害者通所サービス利用促進事業補助金 1,500,000 1,500,000 0
13 障害児保育対策事業補助金 2,670,000 2,670,000 0
14 福祉のまちづくり民間施設改修補助金 750,000 750,000 0
15 社会福祉法人等による利用者負担軽減措置事業 111,000 111,000 0
16 自動車改造等助成事業 75,000 75,000 0
17 住宅改造助成金 4,100,000 4,100,000 0
18 心身障害者扶養共済掛金補助金 805,000 805,000 0
19 福祉資金借入金利子補給 48,000 48,000 0
20 母子自立支援給付金補助金 66,667 66,667 0
21 市ＰＴＡ協議会補助金 55,000 55,000 0
22 市子供会連絡協議会補助金 200,000 200,000 0
23 教育書道展補助金 69,800 69,800 0
24 外国青年指導助手家賃補助金 1,296,000 1,296,000 0
25 外国青年指導助手税補助金 576,000 219,640 △ 356,360 ※
26 生徒指導対策補助金（中学校） 229,000 229,000 0
27 校長学校管理経営研修補助金（養護学校） 5,000 5,000 0
28 教頭学校管理経営研修補助金（養護学校） 5,000 5,000 0
29 市幼稚園教育会補助金（幼稚園） 168,000 168,000 0
30 校長会関係補助金（中学校） 281,000 281,000 0

（５）現状維持、または１０％未満の減額を行う補助金
　事業実施に最低限必要な額を確保するため、補助金の減額を行わない、もしくは１０％未満の減額とする。

補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

ＮＯ

ＮＯ

（６）社会的弱者対策及び学校教育の分野において、現状維持または減額１０％未満とする補
　　助金
　社会的弱者対策及び学校教育分野の中で、政策的に現状維持または１０％未満の減額とする。

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

備考

※制度の変更や対象者数等の増減による補助金額の増減

小計

備考

3



（単位：円）

31 篠山市小学校教育研修会補助金（小学校） 703,000 682,740 △ 20,260
32 自立活動学習会補助金（養護学校） 92,000 92,000 0
33 自然学校助成金（小学校） 226,000 226,000 0
34 校外学習助成金 138,000 138,000 0
35 社会見学助成金（小学校） 491,000 491,000 0
36 修学旅行助成金（小学校） 417,000 417,000 0
37 修学旅行助成金（中学校） 468,000 468,000 0
38 遠距離通学補助金 5,196,000 5,196,000 0
39 中学校体育連盟補助金（中学校） 646,000 646,000 0
40 部活動補助金（中学校） 2,800,000 2,800,000 0
41 部活動振興補助金 18,518,000 18,518,000 0

577,380

（単位：円）

1 生活交通路線維持費補助金 1,559,000 1,559,000 0
2 代替バス運行補助金 2,739,000 2,739,000 0
3 乗合タクシー運行補助金 3,438,000 3,438,000 0
4 バス路線活性化支援助成金 2,685,000 2,685,000 0
5 地方バス等公共交通維持確保対策補助金 2,814,000 2,814,000 0
6 市単独バス対策等補助金 24,572,000 24,572,000 0
7 コミュニティバス運行補助金 22,491,000 22,491,000 0
8 路線バスＩＣカード導入補助金 1,000 1,000 0
9 丹波篠山築城400年祭実行委員会補助金 11,265,000 11,265,000 0
10 公民館改修工事補助金 10,319,000 10,319,000 0
11 「しののめ農村留学」受け入れ農家への助成金 500,000 500,000 0
12 酒井貞子人材育成基金補助金 1,100,000 1,100,000 0
13 まちづくり協議会設立準備補助金 350,000 350,000 0
14 地域振興助成金 2,300,000 2,300,000 0
15 ゴミステーション設置補助金 210,000 210,000 0
16 学習活動費補助金 4,000,000 4,000,000 0
17 母親クラブ補助金 63,000 63,000 0
18 妊婦健康診査費補助金 1,755,000 1,755,000 0
19 延長保育事業補助金 3,079,000 3,068,800 △ 10,200 ※
20 石綿（アスベスト）関連疾患検査費助成金 8,000 8,000 0
21 担い手育成支援事業補助金 250,000 250,000 0
22 農業経営展開支援リース事業補助金（農機具リース） 5,059,000 5,059,000 0
23 就農研修費助成金 1,938,000 1,938,000 0
24 農地流動化促進奨励金 4,300,000 4,300,000 0
25 集落農業担い手緊急レベルアップ事業補助金 30,000 30,000 0
26 集落営農活動推進事業補助金 2,190,000 2,190,000 0
27 農業近代化資金等利子補給 339,000 339,000 0
28 グリーンツ－リズム推進補助金（どぶろく） 30,000 30,000 0
29 グリーンツーリズム推進補助金（Ｉターン） 90,000 90,000 0
30 但馬牛増頭促進事業補助金 250,000 250,000 0
31 畜産衛生対策事業補助金 87,000 87,000 0
32 家畜損害防止事業補助金 121,000 121,000 0
33 優良肉用牛導入事業補助金 245,000 245,000 0
34 家畜管理技術導入促進事業補助金 395,000 395,000 0
35 大山荘の里市民農園管理組合補助金 5,586,000 5,586,000 0
36 中山間直接支払制度事業補助金 5,225,200 5,225,200 0
37 環境保全活動交付金 33,535,000 33,535,000 0
38 ふるさと･水と土の保全事業補助金 60,000 60,000 0
39 鳥獣捕獲従事者確保補助金 600,000 600,000 0
40 生産森林組合運営費補助金 567,000 567,000 0

平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

（７）施策としての必要性から支出しているため減額しない補助金
　施策としての必要性から支出しており、交付条件・交付単価等について現時点では見直しを行わない。

備考

ＮＯ

小計

備考

ＮＯ
差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

補　助　金　の　名　称

※制度の変更や対象者数等の増減による補助金額の増減

4



（単位：円）

41 森林整備地域活動支援事業交付金 563,000 563,000 0
42 渓流工整備事業補助金 609,000 609,000 0
43 切捨間伐補助金 5,846,925 5,846,925 0
44 特産物流通対策事業補助金 21,000 21,000 0
45 特産物振興対策補助金 640,000 640,000 0
46 工場等施設整備奨励金 7,000,000 7,000,000 0
47 特産館ささやま公衆便所維持管理助成金 260,000 260,000 0
48 商工業等設備資金利子補給金 5,000 5,000 0
49 水洗便所改造資金利子補給 70,000 70,000 0
50 小型合併処理浄化槽設置補助金 5,063,000 5,063,000 0
51 指定文化財保守補助金 56,000 56,000 0
52 伝統的建造物群保存地区補助金 13,026,000 13,026,000 0
53 政務調査費補助金 4,800,000 4,800,000 0
54 議員福利厚生助成金 160,000 160,000 0

△ 10,200

（単位：円）

1 兵庫県弁護士会補助金(旧:法律扶助協会補助金) 100,000 100,000 0
2 丹有原爆被害者の会補助金 20,000 20,000 0
3 丹波老人性認知症センター運営補助金 1,252,000 1,252,000 0

0

備考補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

ＮＯ

小計

小計

補　助　金　の　名　称
平成20年度
予算額

（一部確定額）

平成21年度
予定額

（８）負担割合があり、減額できない補助金
　他の自治体との負担割合が決まっているため、減額できない。

備考
差引増減額
Ｈ２１－Ｈ２０

ＮＯ
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部門別職員数の推移

△ 14 △ 26 △ 58△ 4 △ 12 △ 14 △ 24対前年増減数 －

33

6

35

6977

37 32

83

総合計 630 606 592644

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

508

73 77

566

61

36 36 39 45

小　　計

民　　生

衛　　生

小　　計

15 13 10 9

1718 17 17 17

5

64

7 7 7 6

447553 537 519 489

55 54 59 64

297

121 114 114 103 86

377 369 346 322

53

155 155 140 133 118

68 70 55 56

105

179

87 85 85 77 65

222 214 206 189

H16 H17 H18H11 H12 H13 H14 H15 H19 H20

5 5 6 5

2228 26 27 28 28

19

122 117

20 20

107

19 19

813 12

5

128

10 8 7 7

6

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

普通会計計

労　　働

農林水産

教　　 　育

消　　 　防

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

議　　会

34 32 28 2023

総　　務

税　　務

商　　工

土　　木

交　　通

下 水 道

そ の 他

計

134

6 6 5 5

140 134 134 139

1823 23 20 19

40 39 31 29

11 10 9

42 41 39 37 33

228

101 95 83 90 87

264 255 240 239

72

192 178 164 158 159

91 83 81 68

387

131 107 121 120 117

456 433 404 397

54

639 591 577 569 558

52 51 52 52

7

21 20 20 18 16

7 6 7

職　　員　　数（人）

722 681 660 656

41 44

26 27 1922 21

△ 41 △ 62

87 86

△ 41 △ 21

83 90

△ 130 △ 156 △ 214

※公営企業会計部門のその他については、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、農業共済特別会
計関係の職員となります。

△ 66 △ 78 △ 92 △ 116増減数累計 －

区　　分

部　　門
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